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【凡例】 

  新規事業  ＝  新規  （新） 

  拡充事業  ＝  拡充  （拡） 

  計画事業  ＝  計画  （計） 

 

 

＊ 各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しています。 

＊ 各表の構成比は、項目単位で四捨五入しているため合計と合わない

ことがあります。 

＊ 施設等の名称は、仮称のものを含みます。 
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Ⅰ 14 年度予算のあらまし  

 

１ 予算の編成方針 

 

 

「引き続き、財政健全化への取り組みを積極的に進め、財政非常事態克服

への展望が持てる予算とすること。そのうえで、少子高齢社会、環境との

調和、ＩＴの進展など新しい時代の諸課題に対応する施策への重点化を図

ること。」をテーマとし、次の点を基本に編成しました。 

 

○ 徹底した内部努力による経費削減を引き続き行う 

○ 新たな区民ニーズに対応した効率的かつ効果的な施策の展開 

 

 新たな施策展開のできる財政構造  

              ↓ 

 更なる行財政の改革  

              ↓ 

         予 算 編 成 方 針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 財政健全化への取組み 

 

・ 内部努力 

・ 事務事業見直し 

・ 受益者負担の適正化 

・ 区有財産の有効活用 

・ 増収対策 

 

               

● 新しい時代の諸課題に対応する

施策の重点化 

・ 少子高齢社会 

・ 環境との調和 

・ ＩＴの推進 

・ 区政運営重点課題 

職員の人事制度  

行政評価制度 

区と民間との役割分担 

区と区民・団体などとの協働 
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２ 予算の規模 

 

○ 14 年度の一般会計の予算規模は、1,057 億円で、前年度に比べ 84 億

円、7.4％の減となっています。 

    ただし、年金事務の改正による、基礎年金事務費の減 64 億円を除く

と、20 億円、1.9％の減となっています。 

 

○ 歳出では、義務的経費が 631 億円で、生活保護費による扶助費の大き

な伸びにより、17 億円、2.7％の増となっています。 

 

       性質別歳出の状況  

     義務的経費      １７億円 

       人件費   △ ０億円 

       扶助費    １５億円 

       公債費     ２億円 

投資的経費    △ ２０億円 

一般事業費    △ ８１億円 

        （△ １７億円） 

      合  計    △ ８４億円 

              （△ ２０億円） 

       （ ）は、基礎年金事務費の減 

       64 億円を除いた金額 

 

○ 歳入のうち財政調整基金繰入金を除いた一般財源は、特別区税 4 億円

の増があったものの、特別区交付金 18 億円、利子割交付金 6 億円の減

により、前年度に比べ 20 億円の大幅な減となりました。 

   景気の悪化による税収減など、区財政を取り巻く状況は、一層厳しく

なっています。 
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        一般財源の状況  

     特別区税       ４億円 

       利子割交付金   △ ６億円 

       特別区交付金   △１８億円 

       合  計    △２０億円  

 

 ○ 一般会計と特別会計を合わせた単純合計は、1,700 億円で、前年度当

初予算 1,757 億円に比べ 3.2％の減となっています。 

 

 

 

表２　一般会計の推移

　　　     単位：百万円，％

　  10年度 　  11年度 　  12年度 　  13年度 　  14年度

　  予  算  額 108,389 107,540 114,306 114,061 105,666

　  伸  び  率 △ 0.6 △ 0.8 6.3 △ 0.2 △ 7.4

表１　各会計総括表

　　　　         単位：百万円，％

　　 区　　　　　　　分 　 14年度 　 13年度 　 増減額 　 増減率

  一     般     会     計 105,666 114,061 △ 8,395 △ 7.4

国民健康保険特別会計 23,932 23,355 577 2.5

老人保 健 特別 会計 27,644 25,691 1,953 7.6

介護保 険 特別 会計 12,721 12,555 166 1.3

    合　  　　　　　計    169,963 175,662 △ 5,699 △ 3.2
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３ 財 源 対 策 

 

○ 14 年度予算では、一般財源の大きな落ち込みにより、財源不足の拡大

が避けられないなか、人件費の削減をはじめとする内部努力や「区政改

革プラン」などに基づいて、前年度に引き続き 25 億円の経費削減など

を行いました。 

 

        経費の削減  

     人件費の削減           ７億円 

区政改革プランによる事業見直し  ５億円 

     実施計画策定に伴う対策      ２億円 

     その他の見直し         １１億円 

        合    計       ２５億円 

（注）一般財源ベース 

 

○ その結果、財政調整基金を充当する財源不足額は、21 億円となってい

ます。前年度に比較して、2 億円多くなっています。 

経済状況は、これまでになく厳しいものとなっており、区税収入など

の伸びを期待できる状況ではありません。引き続き行財政改革の取り組

みを進めていく必要があります。 

 

        財源不足額  

表３　国及び都の一般会計との比較

　　　　　             単位：億円，％

　　区　　　分 　   14年度 　   13年度 　   増減額 　   増減率

　新   宿   区 1,057 1,141 △ 84 △ 7.4

　東   京   都 59,078 62,060 △ 2,982 △ 4.8

　　    国 812,300 826,524 △ 14,224 △ 1.7
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 歳  出             １０５７億円（Ａ） 
   

歳  入 （財政調整基金を除く）   １０３６億円（Ｂ） 
 

財源不足額              ２１億円（Ａ－Ｂ） 

                                         

 

  

 

 

４ 財政健全化への取り組み 

 

○ 「開かれた区政推進計画」など既定計画や退職不補充により職員定数

の削減を行うとともに、「区政改革プラン」などに基づく事務事業の見直

しなどを行いました。 

 

○ 事務事業の見直しなどによる経費削減（一般財源ベース） 

 

・職員定数削減などによる人件費      7 億 19 百万円 

・区政改革プランによる事業見直し     4 億 88 百万円 

・実施計画策定に伴う対策         1 億 89 百万円 

・その他事業見直し等          10 億 54 百万円 

                 （合計 24 億 50 百万円） 

     

① 区議会関係             13 百万円 

     ・区議会議員報酬の一部返上      9 百万円 

     ・議会運営等             4 百万円  

   

     ② 内部努力             1,808 百万円 

・区長、助役、収入役、教育長、常勤監査委員の給料の一部返上 

                      5 百万円 

・職員定数削減などによる人件費   719 百万円 
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・管理運営経費等         1,084 百万円 

 

③ 事務事業の見直し           521 百万円 

     

  ④ 受益者負担の適正化          18 百万円 

      ・平成 13 年度使用料改定の平年度化 

 

⑤ 区有財産の有効活用           90 百万円 

・土地建物貸付収入の新規増分 

       （このうち旧淀橋中学校など旧学校施設の貸付収入は、義務教

育施設整備基金に積み立てます。従前からの継続分も含め、

171 百万円） 

 

○ 12 年度から 14 年度の「区政改革プラン」の計画期間（3 か年）に総

額 208 億円の経費削減などを行いました。 

今後も引き続き、区財政健全化に向けて積極的に取り組んでいきます。 

                           

経費削減の状況（一般財源ベース）
　　　 　　単位：億円

　　　区　　　分

 区政改革プラン 126 167

　計画事業 49 39

　一般事業 77 128

30 30

　　小　　　計 156 197

 実施計画策定に伴う対策 　　　　　　　　　　― 11

　　合　　　計 156 208

 開かれた区政推進計画

12～14年度（3か年）
の経費削減予定額

12～14年度（3か年）
の経費削減実績
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【参考】14 年度予算と「財政白書」の収支見通しとの比較 

 昨年 9 月に作成した「新宿区財政白書」の収支見通しの試算と 14 年度

予算を比較します。 

　　　 　　  単位：億円

  　　　　　 14 年 度 ま で の 経 費 削 減  （３か年） の 内 容

１　計画事業 39
２　一般事業

①区議会関係
1

 ②内部努力　　
90

③事務事業の
　見直し

58
④受益者負担

の適正化
17

⑤区有財産の
有効活用

3

　 　　　　　　　    単位：百万円

  収支見通し 　14年度予算 比 較

69,574 69,280 △ 294

特 別 区 税 33,764 34,152 388

歳 特 別 区 交 付 金 22,674 21,602 △ 1,072

そ の 他 13,136 13,526 390

34,707 34,266 △ 441

国 庫 支 出 金 14,761 15,200 439

都 支 出 金 6,334 6,178 △ 156

入 特 別 区 債 26 414 388

そ の 他 13,586 12,474 △ 1,112

104,281 103,546 △ 735

62,182 63,056 874

人 件 費 33,546 33,542 △ 4

歳 扶 助 費 21,824 22,748 924

公 債 費 6,812 6,766 △ 46

38,460 36,813 △ 1,647

7,941 5,797 △ 2,144

出 10,056 7,773 △ 2,283

108,583 105,666 △ 2,917

4,302 2,120 △ 2,182

（注）一般財源は、財政調整基金繰入金を除く。

一 般 財 源

特 定 財 源

合　　　　計

義 務 的 経 費

財 源 不 足 額

一 般 事 業 費

投 資 的 経 費

計画事業費（再掲）

合　　　　計
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・ 全体として、財政調整基金繰入金を除く歳入が 7 億円の減となりま

した。一方、歳出が 29 億円の減となりました。その結果、財源不足

額は、22 億円少なくなっています。 

・ まず、歳入面では、一般財源は、税等の伸びをゼロとして設定した 

収支見通し試算より、特別区税が 4 億円、その他（利子割交付金）が

4 億円の増となったものの、特別区交付金が 11 億円の減により、3 億

円の減となりました。 

  ・ 特定財源は、その他（基金繰入金・貸付金元利収入）の減に

より、   4 億円の減となりました。 

・ 歳出面では、義務的経費が、生活保護費による扶助費の伸びにより、

9 億円の増となりました。 

・ 一般事業費は、経費削減などにより 17 億円の減となりました。                      

・ 投資的経費については、主に計画事業の実績により 21 億円の減と 

  なっています。                         
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５ 施策の重点化 

  

○ 少子高齢社会、環境との調和、ＩＴの進展など、新しい時代の諸課題に

対応する施策への重点化を図ります。 

 

○ 事業の目的や対象・手段をよく検討したうえで、新しい区民ニーズに対

応した効率的で効果的な施策を展開します。 

 

  

    計画・新規・拡充事業  

     計 画 事 業   １４７事業      ７８億円 

 （１４６事業      ９４億円） 

     新 規 事 業    ６２事業      １３億円 

（５４事業       １１億円） 

      拡 充 事 業    ３８事業      １９億円 

                    (２９事業      １７億円) 

   ※ 事業数・金額は、重複しています。（ ）内は、平成 13 年度の数値です。 

 

 

○ 主な新規事業や拡充事業などについては、次のとおりです。 

※  （計）は計画事業、（新）は新規事業、（拡）は拡充事業を示しています。  

  

少子高齢社会への対応 
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高齢者施策 

・ サービス評価事業（新）              5,426 千円 

・ 老人保健施設建設等事業助成（計・新）        92,370 千円 

・ 住宅改修アドバイザー養成研修（新）        1,238 千円 

・ 在宅介護支援センターの整備（計・新）      33,891 千円 

・ 高齢者集合住宅の運営（計・拡）         58,191 千円 

・ 自立支援型家事援助サービス（計・拡）         22,044 千円 

   子育て支援施策 

・ 保育所建設等事業助成（計・新）         41,599 千円 

・ 病後児保育利用（計・新）             8,805 千円 

・ 認証保育所利用（計・新）            32,831 千円 

・ 年末保育事業（新）                 275 千円 

・ 子育て支援業務委託（新）             7,504 千円 

・ 延長保育の充実（計・拡）            13,061 千円 

・ ファミリーサポートセンター事業（計・拡）      8,711 千円 

・ 子ども家庭支援センターの管理運営（計・拡）   12,140 千円 

 

障害者施策 

・ 支援費制度移行準備（新）             3,698 千円 

・ 障害者就労支援等事業（新）           16,852 千円 

・ 企業離職等障害者就労支援事業（新）        7,970 千円 

・ 生活実習所(本格施設)の整備（計・新）        329,257 千円 

・ 心身障害者通所訓練（あゆみの家）（拡）       46,694 千円 

 

健康づくり 

・ 健康づくり行動計画の策定（計・新）         1,654 千円 

・ インフルエンザ予防接種（新）           45,465 千円 

・ 肝炎ウイルス対策（新）             18,589 千円 

・ 休日健康診査（区民健康センター）（新）         1,178 千円 

・ 精神保健相談（痴呆性高齢者対策）（計・拡）       864 千円 
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・ 休日夜間診療（区民健康センター）（拡）        11,029 千円 

・ 精密検査（区民健康センター）（拡）          87,208 千円 

 

女性施策 

・ (仮称)女性問題に関する相談機関連携会議の設置（新）  44 千円 

・ 区民との意見交換会（男女平等推進会議）（計・新）  235 千円 

 

教育の充実 

・ 教育インターンシップの運営（新）           396 千円 

・ 学校図書館整理員の派遣（新）          20,296 千円 

・ 少人数学習指導の推進（計・新）         12,684 千円 

・ 和楽器の整備（新）                2,051 千円 

・ スポーツ交流会（新）                 1,977 千円 

・ 地域の教育力向上支援（新）               1,473 千円 

・ 図書館奉仕員（新）               14,616 千円 

・ 外国人英語教育指導員の配置（計・拡）      19,014 千円 

・ 総合的な学習の時間の運営（計・拡）       17,200 千円 

 

環境との調和 

環  境 

・ 繁華街クリーンアップ作戦（新）           37,302 千円 

・ 化学物質の適正管理（計・新）             516 千円 

  ・ カラス対策（新）                  700 千円 

  ・ 建設リサイクル事務（新）              425 千円 

  ・ ＩＳＯ１４００１の推進（計・拡）              2,029 千円 

・ ごみ減量化等の推進（計・拡）           5,329 千円 

 

防  災 

・ 洪水ハザードマップの作成（新）          5,109 千円 

・ 都市復興マニュアルの策定（新）            415 千円 



14 

 
・ 既存建築物の防災対策指導（新）          13,860 千円 

（既存建築物台帳等の整備） 

  ・ 区内事業所の組織化と地域連携の推進（計・拡）    900 千円 

  ・ 細街路拡幅整備（計・拡）            100,206 千円 

 

緑  化 

・ 屋上等緑化の推進（本庁舎屋上緑化見本園）（計・新）2,066 千円 

・ 街路樹、植樹帯の維持管理（新）           12,754 千円 

（早大通り植樹帯の再生） 
  ・ 公共施設緑化の推進（計・拡）           246 千円 

・ みんなで考える身近な広場の再生（原町公園）（計・新）8,270 千円 

 

まちづくり 

・ 放置自転車対策の推進（自転車駐車場の整備）（計・新） 2,638 千円 

・     〃     （撤去及び啓発活動）（新・拡）  74,656 千円 

・ 用途地域の見直し（新）              5,201 千円 

・ 公共交通の整備促進（拡）             195 千円 

・ 西新宿八丁目成子地区再開発推進（計・拡）     39,248 千円 

・ 木造住宅密集地区整備促進事業（計・拡）      216,507 千円 

・ 都心共同住宅供給事業（計・拡）          14,566 千円 

 

産業の振興  

・ 新宿区商店街振興プランの策定（新）              350 千円 

・ パソコン教室の運営（新）               755 千円 

・ ＩＴアドバイザー派遣（新）            1,170 千円 

・ 産業会館の管理運営（計・新）                73,961 千円 

 

ＩＴの推進  

・ 財務会計・文書管理等システムの構築（新）      4,393 千円 

・ 地域センター等ネットワークの推進（新）        1,428 千円 
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・ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ及びｲﾝﾄﾗﾈｯﾄｼｽﾃﾑの運用等（計・拡）     43,882 千円 

・ パソコン教室の運営（新）〈再掲〉            755 千円 

・ ＩＴアドバイザー派遣（新）〈再掲〉         1,170 千円 

 

区政運営における重点課題  

職員の人事制度 

・ 職員研修の充実（拡）               14,243 千円 

 

    行政評価制度 

・ 開かれた区政の推進（計）             3,529 千円 

・ 施設管理委託契約の調査（拡）          23,819 千円 

 

区と民間との役割分担 

・ 電話交換業務委託（新）             11,718 千円 

・ 老人保健施設建設等事業助成（計・新）〈再掲〉   92,370 千円 

・ 保育所建設等事業助成（計・新）〈再掲〉      41,599 千円 

（民間事業者による老人保健施設と保育所の整備） 

  ・ 認証保育所利用（計・新）〈再掲〉         32,831 千円  

 

区民・団体などとの協働 

・ ボランティア・ＮＰＯ等との協働の推進（新）    1,031 千円 

・ ボランティアコーナーの設置（新）          1,526 千円 

・ 里親制度による公園管理（拡）           2,151 千円 

・ スポーツ交流会（新）〈再掲〉           1,977 千円 

・ 地域の教育力向上支援（新）〈再掲〉        1,473 千円 
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６ 今後の対応について 

 

○ 平成 14 年度予算は、これまで進めてきた区財政の健全化に向けた取り組

みを引き続き行うとともに、少子高齢社会への対応など施策の重点化を図

ることを基本的な考え方として編成しました。 

 

○ これは、財政非常事態克服への展望を持つこととともに、新たな区民ニ

ーズに対応した効率的かつ効果的な施策の展開を目指したものです。 

 

○ 一方で、区財政を取り巻く経済状況は、景気の悪化などこれまでになく

その厳しさを一段と深めています。14 年度予算の一般財源の大幅な減少に

もそのことは端的に表れています。 

 

○ こうしたなかで、14 年度の財源不足額は、前年度に比べて 2 億円の増と

なりました。区財政は、基金の取崩しにより収支の均衡を図るという状況

が引き続いています。 

 

○ あらためて、新たな施策展開のできる財政構造をつくりあげるための「徹

底した行財政の構造改革」が喫緊の課題となっています。 

 

○ そのためには、今一度行政のあり方の根底からの見直し、すなわち、行

政にかかわる「ヒト」、「ハコ」、「シゴト」の再構築が必要です。 
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○ こうした考え方を基本として、14 年度は、15 年度からの「後期基本計

画」、「第三次実施計画」とそれを推進するための「行財政改革計画」を策

定します。 

 

○ このなかでは、職員定数の削減を実施するとともに、行政サービス    

の提供についても、民間の資源の活用や知恵を生かしていくこと、区                               

民の皆様や様々な団体などとの連携や協働のなかで進めていく視点で見直       

  しを行います。 

 

○ また、公共施設のあり方についても、昨年作成した「施設白書」の検討

を踏まえながら、その具体化を図ります。 

 

○ これらの改革を、区民の皆様から見て変化がはっきりわかるように、ス

ピードをもって、果断に進めていきます。 

 

○ そのことにより、時代の変化に対応できる行財政の「仕組み」と「体質」

を確立して、「区政は区民のためにある」と実感できる新宿区を築いていき

たいと考えております。 

 

○ 議会並びに区民の皆様のご理解、ご協力をよろしくお願いします。 
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Ⅱ 財政構造  

１ 区財政の状況 

 

○  平成 12 年度及び 13 年度の区財政の状況は、12 年度決算の実質単年度

収支の黒字や 13 年度予算における財源不足額の圧縮など、今後とも引き

続いて行財政改革を進める必要はあるものの、「小康を得た」状況を示し

ていました。 

しかしながら、14 年度は、景気悪化の影響を受けて、特別区交付金

が大幅な減収になるなど、財政調整基金を充当する財源不足額が 21 億円

と前年度と比べて 2 億円多くなっています。区財政は、依然として、基

金の取り崩しにより収支の均衡を保つという財政構造が引き続いていま

す。 

 

（１）  歳出と一般財源のギャップ 

14 年度の区税収入は、13 年度の収入実績などを反映して、前年度の

当初予算との比較では 4 億円の増となっています。しかしながら、景気

の悪化などの影響を受けて先行きは、大変厳しい状況です。 

また、財政調整基金を除く一般財源は、特別区交付金などの減により

前年度に比べ 20 億円の大幅な減収となっています。 

一方、歳出は、年金事務の改正による基礎年金事務費 64 億円の減等

により 84 億円の減となり、このため一般財源と歳出のギャップは、前年

度より小さくなっていますが、なお 350 億円を超える状況にあります。 

表４　歳出総額と一般財源の推移 単位：億円

区 分 62年度 3年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度11年度12年度13年度 14年度

歳出総額 817 1,391 1,222 1,052 1,193 1,037 1,069 1,084 1,093 1,141 1,057

一般財源【注2】 614 874 748 733 711 698 712 681 753 713 693

うち特別区税 408 486 371 377 351 390 381 350 344 338 342

歳出と一般財源
の差

203 517 474 319 482 339 357 403 340 428 364

      【注】昭和62年度、平成3年度、平成6年度～平成12年度は決算額、平成13年度、平成14年度は当初予算額

      【注2】ここでは、財政調整基金の繰入金を除く一般財源



性質別歳出と一般財源の推移 単位：億円
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（２）  ピークを迎えた公債費 

14 年度の公債費は 68 億円となっています。一般財源の負担を平準化

するため、減債基金を 20 億円取り崩して対応しています。14 年度をピ

ークに当分の間、50 億円を超える公債費負担が続く見込みです。 

起債残高については、ここ数年、償還が進んだことや投資的経費など

の抑制に努めたことにより，14 年度末には 4 年連続で前年度末残高を下

回る見込みです。 

   

（３） 基金 

基金については、計画事業の着実な推進、施策の水準維持や一般財源

の不足額の補てんなどに活用してきました。その結果、14 年度末には

140 億円に減少します。財政構造の転換を進める中で基金に頼らない財

政運営を今後とも目指していく必要があります。 

 

表５　特別区債の推移 単位：億円

区 分 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

各年度末残高 219 344 414 523 546 554 532 505 476 438

うち減税補てん債等 0 49 86 130 163 175 177 180 181 181

公債費 12 18 21 27 40 52 55 63 66 68

      【注】平成5年度～平成12年度は決算額、平成13年度、平成14年度は見込み額

表６　基金残高の推移 単位：百万円

区 分 11年度末 12年度末 13年度末 14年度積立 14年度繰入 14年度末

財政調整基金 4,895 6,256 6,163 0 △ 2,120 4,043

減債基金 4,965 4,170 2,384 1 △ 2,000 385

区民ｾﾝﾀｰ建設基金 9 9 284 0 0 284

高齢者福祉施設建設基金 854 1,149 1,149 0 △ 254 895

都市整備基金 3,741 2,379 939 0 △ 598 341

義務教育施設整備基金 0 105 546 171 0 717

定住化基金 8,000 7,195 6,249 0 △ 879 5,370

その他特定目的基金 3,520 2,061 2,006 12 △ 74 1,944

基 金 残 高 合 計 25,984 23,324 19,720 184 △ 5,925 13,979

      【注】平成11年度、平成12年度は決算額、平成13年度、平成14年度は見込み額
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２ 平成 14 年度一般会計歳入予算 

 

（１） 一般財源 

 

○ 区税 

   区税は 14 年度の経済見通しを参考にしつつ、直近の収入実績を基

礎に総額で 342 億円，前年度に比較して 4 億円、率にして 1.1%の増

と見積もりました。 

   これは特別区民税において、13 年度の収入実績を反映して 4 億円

の増と見積もったことによるものです。 

    

○ 特別区交付金 

都区財政調整に基づく特別区交付金については、当初フレームに

おいて調整の原資となる市町村民税法人分が大幅な減収となる見込

みのため、総額で 216 億円、前年度に比較して 18 億円の減と見積も

りました。 

    

○ 財政調整基金 

財政調整基金については、一般財源の補てんとして 21 億円取り崩

しました。昨年度と比較すると 2 億円取り崩し額が増えました。 

 

○ その他 

地方特例交付金は、前年度とほぼ同額の 24 億円と見積もりました。 

また、減税補てん債についても、同様に 10 億円と見積もりました。 

利子割交付金は、高金利時代の郵便貯金の集中満期が終了するこ   

とから 13 億円、前年度に比較して 6 億円の減と見積もりました。 
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（２） 特定財源 

 

○ 国庫支出金 

生活保護費負担金で 14 億円の増となるほか、児童扶養手当費負担

金で 2 億円の皆増となり、介護保険特別対策事業費補助金 1 億円や基

礎年金事務費委託金 1 億円の減などがあるものの前年度に比較して

14 億円の増と見積もりました。 

 

○ 都支出金 

国庫支出金と同様に、生活保護費負担金で 2 億円の増となるほか、

生活実習所（本格施設）の整備に対する補助金 1 億円の皆増があるも

のの、清掃事業従事職員の人件費の補てんとしての清掃事業臨時特例

交付金2億円の減や参議院議員選挙費の2億円の皆減などにより前年

度に比較して 1 億円の減と見積もりました。 

 

○ 特定目的基金 

特定目的基金については、計画的な財政運営を図るため事業の進

捗にあわせて取り崩しをしました。特定目的基金全体では、38 億円

となり、前年度に比較して 5 億円の減となりました。 

【内訳】 減債基金 20 億円   高齢者福祉施設建設基金 3 億円 

   都市整備基金 6 億円  定住化基金 9 億円 

 

○ 特別区債 

特別区債は、生活実習所（本格施設）の整備 2 億円の皆増や富久

町保育園及び児童館の改築 2 億円の増があるものの、都市計画道路補

助 72 号線整備の 4 億円や榎町特別出張所等区民施設建設の 3 億円の

皆減により、対前年度で 3 億円の減となりました。 

なお、起債依存度は、1.3%と今年度も低い数値となっています。 
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○ その他（諸収入） 

諸収入は、年金事務の改正により国民年金印紙売捌代金が 64 億円

の皆減となるほか、土地開発公社貸付金が用地買戻しの進捗により 4

億円の減となるなど、前年度に比較して 70 億円の減と見積もりまし

た。 

 

 

表７  一般会計歳入財源別総括表
単位:百万円

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

財源内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

特別区税 34,152 32.3% 33,764 29.6% 388 1.1%

一 利子割交付金 1,306 1.2% 1,899 1.7% △ 593 △31.2%

地方消費税交付金 7,257 6.9% 7,236 6.3% 21 0.3%

般 自動車取得税交付金 673 0.6% 690 0.6% △ 17 △2.5%

地方特例交付金 2,433 2.3% 2,433 2.1% 0 0.0%

財 特別区交付金 21,602 20.4% 23,380 20.5% △ 1,778 △7.6%

住民税減税補てん債 971 0.9% 970 0.9% 1 0.1%

源 その他 886 0.8% 878 0.8% 8 0.9%

小計 69,280 65.6% 71,250 62.5% △ 1,970 △2.8%

財政調整基金繰入金 2,120 2.0% 1,945 1.7% 175 9.0%

合 計 71,400 67.6% 73,195 64.2% △ 1,795 △2.5%

分担金及び負担金 1,951 1.8% 2,029 1.8% △ 78 △3.8%

特 使用料及び手数料 4,196 4.0% 4,269 3.7% △ 73 △1.7%

 国庫支出金 15,200 14.4% 13,828 12.1% 1,372 9.9%

定 都支出金 6,178 5.8% 6,327 5.5% △ 149 △2.4%

 諸収入 2,354 2.2% 9,311 8.2% △ 6,957 △74.7%

財 繰入金 3,740 3.5% 4,187 3.7% △ 447 △10.7%

特別区債 414 0.4% 676 0.6% △ 262 △38.8%

源 その他 233 0.2% 239 0.2% △ 6 △2.5%

合 計 34,266 32.4% 40,866 35.8% △ 6,600 △16.2%

105,666 100% 114,061 100% △ 8,395 △7.4%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

合 計
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 ３ 平成 14 年度一般会計歳出予算 

 

（１） 目的別 

 

○ 「健康でおもいやりのあるまち」では、生活保護費や生活実習所

（本格施設）の整備、児童扶養手当などの増があるものの、年金事

務の改正による基礎年金事務費の減や特別養護老人ホーム等建設

事業助成などの減により 9.6%の減となりました。 

 

○ 「ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち」では、榎町区民セン

ターの管理運営や義務教育施設整備基金積立金などの増があるも

のの、榎町特別出張所等区民施設の建設やＩＴ講習会などの減によ

り 6.4%の減となりました。 

 

○ 「安全で快適な、みどりのあるまち」では、木造住宅密集地区整

備促進事業、細街路拡幅整備などの増があるものの、都市計画道路

補助第 72 号線の整備や西新宿六丁目南地区市街地再開発事業助成

などの減により 11.5%の減となりました。 

 

○ 「にぎわいと魅力あふれるまち」では、商工業資金貸付や工業活

性化支援などの減があるものの、産業会館の管理運営や繁華街クリ

ーンアップ作戦などの増により 0.4%の増となりました。 

 

○ 「身近な環境に配慮した、地球にやさしいまち」では、建設リサ

イクル事務や収集車両等の更新などの増があるものの、清掃一部事

務組合分担金などの減により 4.9%の減となりました。 

 

○ 「構想の推進のために」では、区債の元金償還金などの増がある

ものの、新宿区土地開発公社への運用資金貸付金や参議院議員選挙

執行事務などの減により 0.4%の減となりました。 
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（２） 性質別 

 

○ 「義務的経費」では、職員定数の削減により職員給が実質 7 億円

の減となるものの、外郭団体への派遣職員の給与費を補助費等から

人件費に組み替えたことや退職手当の増により、人件費全体では、

4 千万円、率にして 0.1%の減となりました。 

扶助費については、高齢者福祉手当や心身障害者福祉手当の 4 億

円の減などがあるものの、生活保護費が 18 億円の増となるなど全

体では 15 億円、率にして 7.3%の増となりました。 

公債費については、2 億円、率にして 2.6%の増となりました。 

これにより義務的経費全体では、17 億円、率にして 2.7%の増と

なりました。 

 

○ 「投資的経費」では、富久町保育園及び児童館の改築や生活実習

所（本格施設）整備の増により補助事業費が 3 億円、率にして 12.3%

の増となるものの、単独事業費が、都市計画道路補助第 72 号線の

整備や榎町特別出張所等区民施設の建設などの減により 22 億円、

率にして 40.0%の減となり、投資的経費全体では、20 億円、率にし

て 25.2%の減となりました。 

 

○ 「一般事業費」では、物件費において、年金事務の改正による年

金印紙購入費などで 68 億円の減となるほか、補助費等において、

財団等外郭団体への補助金や清掃一部事務組合分担金などで 11 億

円の減となりました。また、貸付金においては、新宿区土地開発公

社への運用資金貸付金などが減となりました。 

この結果、一般事業費全体では、81 億円、率にして 18.1%の減と

なりました。 

 



表８  一般会計歳出目的別総括表
単位:百万円

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

計画内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

Ⅰ
健康でおもいやりのある
まち

51,050 48.3% 56,465 49.5% △ 5,415 △9.6%

Ⅱ
ともに学ぶ、文化とふれ
あいのあるまち

15,611 14.8% 16,672 14.6% △ 1,061 △6.4%

Ⅲ
安全で快適な、みどりの
あるまち

11,013 10.4% 12,436 10.9% △ 1,423 △11.4%

Ⅳ
にぎわいと魅力あふれる
まち

1,986 1.9% 2,015 1.8% △ 29 △1.4%

Ⅴ
身近な環境に配慮した、
地球にやさしいまち

8,299 7.9% 8,691 7.6% △ 392 △4.5%

Ⅵ 構想の推進のために 17,707 16.8% 17,782 15.6% △ 75 △0.4%

合 計 105,666 100% 114,061 100% △ 8,395 △7.4%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

表９  一般会計歳出性質別総括表
単位:百万円

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

性質別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

    義  務  的  経  費 63,056 59.7% 61,373 53.8% 1,683 2.7%

  人 件 費 33,542 31.7% 33,583 29.4% △ 41 △0.1%

扶 助 費 22,748 21.5% 21,193 18.6% 1,555 7.3%

公 債 費 6,766 6.4% 6,597 5.8% 169 2.6%

    投  資  的  経  費 5,797 5.5% 7,745 6.8% △ 1,948 △25.2%

補 助 事 業 費 2,469 2.3% 2,198 1.9% 271 12.3%

単 独 事 業 費 3,328 3.1% 5,547 4.9% △ 2,219 △40.0%

    一  般  事  業  費 36,813 34.8% 44,943 39.4% △ 8,130 △18.1%

  物 件 費 20,834 19.7% 27,607 24.2% △ 6,773 △24.5%

維 持 補 修 費 1,266 1.2% 1,380 1.2% △ 114 △8.3%

補 助 費 等 5,139 4.9% 6,238 5.5% △ 1,099 △17.6%

積 立 金 172 0.2% 96 0.1% 76 79.2%

投 資 及 び 出 資 金 0 － 0 － 0 －

貸 付 金 1,292 1.2% 1,583 1.4% △ 291 △18.4%

繰 出 金 7,960 7.5% 7,889 6.9% 71 0.9%

予 備 費 150 0.1% 150 0.1% 0 0.0%

歳 出 合 計 105,666 100% 114,061 100% △ 8,395 △7.4%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります
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Ⅲ　実施計画事業 （並び順は、部別・施策体系順）

１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

福祉情報ｼｽﾃﾑの開発 93,949 0   

福祉費 社会福祉費 社会福祉総務費
 

老人保健医療システムの開
発

3,695 0

福祉費 高齢者福祉費 高齢者福祉総
務費

高齢者集合住宅の拡充 58,191 9,736 拡充

・ｼﾙﾊﾞｰﾋﾟｱ住宅ﾜｰﾃﾞﾝ配置　50,563千円
　都営百人町三丁目第３団地開設(52戸)
　15住宅(16人)→16住宅(18人)
　合計ｼﾙﾊﾞｰﾋﾟｱ戸数 256戸→308戸

都支出金
9,635

・ﾜｰﾃﾞﾝのﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ体制　　　2,955千円

諸収入
101

・生活相談・団らん室管理運営　4,673
千円
　　団らん室　13室→14室

福祉費 高齢者福祉費 高齢者福祉総
務費

高齢者配食ｻｰﾋﾞｽの充実 12,907 9,557

福祉費 高齢者福祉費 高齢者福祉事
業費

都支出金

高齢者緊急通報ｼｽﾃﾑの整
備

23,601 13,216

・消防庁方式 (1台@47,500円の買取)
　　新設 73台　　累計 352台

・民間事業者方式(1台@2,970/月のﾘｰｽ)
　　新設 78台　　累計 288台

・火災安全ｼｽﾃﾑとの連動

福祉費 高齢者福祉費 高齢者福祉事
業費

都支出金 　  火災警報機 　　 新設40台
　　自動消火装置　  新設 4台
  　ｶﾞｽ安全ｼｽﾃﾑ　   新設10台
　　電磁調理器 　　 新設15台

   設置経費の1割を自己負担

　窓口相談支援ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ、高齢者福祉
　ｻﾌﾞｼｽﾃﾑの開発

　老人保健医療及び老人医療費助成事務
　と関連情報とのﾈｯﾄﾜｰｸ化により医療
　証の交付（特別出張所を含む）、資格
　処理、現金支給及び現物給付を行な
　う事務処理システム

  個別配送方式
    土・日曜日を除く毎日
    自己負担500円(配送料、雑費相当を区負担)
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

生活実習所の設置 506,120 282,252

・暫定生活実習所の運営　121,451千円
　　定員40名 常勤職員14名 通所ﾊﾞｽ3台
　　訓練内容　生活指導、日常生活動作訓練、

　　　　　　　　　簡単な作業訓練
　　本格施設設置工事に伴い旧四谷第二中学
　　校に一時移転
　　期間　平成14年7月～平成15年2月

都支出金
112,752

特別区債
169,500

新規

・本格施設の整備　　　　　329,257千
円
　　平成13年度 設計  平成14年度 工事

　　平成15年度 開設
　工事費(耐震補強及び改修) 311,998千円
　工事監理委託　　　　　　　　　　5,665千円
　初度調弁費　　　　　　　　　　　5,426千円
　移転運搬費　　　　　　　　　　　1,872千円
　移転施設整備　　　　　　　　　3,707千円
　工事事務費等　　　　　　　　　　589千円

・保育所施設整備　　　　　　51,555千
円
　　弁天町保育園仮園舎賃借   47,000千円
　　　　鶴巻南公園に設置
　　　　期間　平成14年9月～平成15年2月
　　　　仮園舎面積　505㎡
　　移転運搬費　                1,078千円

福祉費 ①障害者福祉費 障害者福祉
施設費 ②児童福祉費 児童福祉施設
費
衛生費 衛生費 保健所費

・牛込保健ｾﾝﾀｰの一時移転　3,857千円
　　榎町児童館へ移転
　　期間　平成14年8月～平成15年2月

延長保育の充実 13,061 6,113 拡充

・区立保育園
　　1時間延長保育 （18:15～19:15)

　　6→7園　　延長定員　120→140人
　　新規 北新宿第二保育園 20人
　　既実施園　薬王寺、百人町、中落合第二、
　　　　　　　　　大久保第一、高田馬場第
二、

福祉費 児童福祉費 児童福祉施設費

分担金及び
負担金

2,163
都支出金

3,950

　　2時間延長保育(18:15～20:15)

　　既実施園　　百人町保育園

低年齢児保育の充実 60,035 51,444

・私立保育園　　　　　　　58,065千円
　　産休明け保育実施園 ６園

　　二葉南元保育園 至誠会保育園
　　成子坂愛育園 よろい保育園
　　新栄保育園 ｴｲﾋﾞｲｼｲ保育園

分担金及び
負担金

5,339
国庫支出金

30,737
都支出金

15,368

・区立保育園　　　　　　　1,970千円
　　0歳児（産休明け）保育実施園

　　長延保育園  9人

　　中落合第二保育園　6人

　　弁天町保育園  6人

　　0歳児保育実施園　25園

福祉費 児童福祉費 ①児童福祉事業
費  ②児童福祉施設費

　　（うち産休明け保育実施園　10園）
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

保育所の定員及び配置の適
正化

300,893 215,816

・富久町保育園の改築　　　247,934千
円
　 （新宿第一保育園との統合）
    床面積:1,595㎡  保育園 989㎡

    児童館 606㎡（地域開放室、談話ｺｰﾅｰ含む）

    定員 2園：120人→1園：143人

国庫支出金
59,744

都支出金
29,872

特別区債
126,200

　　平成12年度 設計   平成13年度 解体・建設
　　平成14年度 建設   平成15年度 開設
　　工事費　         198,834千円
　　工事監理委託　 　  9,230千円
　　仮園舎整備等　　  36,690千円
　　開設準備委託       3,180千円
　　　開設準備及び開設後の運営は、
　　　社会福祉法人「新栄会」へ委託

新規

・保育所建設等事業助成　　41,599千円
　 北山伏保育園と薬王寺保育園（各定員75人、
　平成15年度末で廃園）を併せた規模の保育所
  を、牛込原町小学校跡地（有償で民間事業者
　に貸与）に民設民営により整備（老人保健施
　設併設）
　平成16年度開設
　延床面積 1,321㎡ 地上1・2階、地下1階部分
　定員 150人
　延長保育、病後児保育、一時保育、休日保育
　等実施予定
　運営主体　社会福祉法人「幸会」
    ☆債務負担　254,029千円

総務費 総務管理費 財産管理費
福祉費 児童福祉費 ①児童福祉総務
費
②児童福祉施設建設費

 ・旧牛込原町小学校の解体工事　11,360千円
  （工事費負担金）

家庭福祉員制度の充実 2,441 1,949

　家庭福祉員    7人→5人
   家庭福祉員要件　保育士、看護婦、助産婦、教諭

福祉費 児童福祉費 家庭福祉費
都支出金

一時保育の実施 604 300
　家庭養育児童（未就学児）の
　一時預かり制度
    実施場所 　 保育室　　   4所

分担金及び
負担金

　　　　　　　私立保育園  9所
　　　　　　　家庭福祉員  5人
　　　　　　　区立保育所 30所

福祉費 児童福祉費 ①児童福祉事業
費  ②家庭福祉費  ③児童福祉施設費
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

子ども家庭支援センターの
設置

12,140 6,070拡充

　子どもと家庭の総合相談窓口
　　火曜日～土曜日 午前10:00～午後5:00

　　相談事業、ｻｰﾋﾞｽ調整、地域の組織化、

　　子育て情報の提供、ひろば事業
　　子ども家庭支援ﾜｰｶｰ（社会福祉士等）
　　週３日２名→週５日１名、週３日１名
　　地域活動ﾜｰｶｰ（保育士）
　　週５日１名→週４日２名

福祉費 児童福祉費 児童福祉施設費
都支出金

 

子育てひろば事業の推進 4,080 2,040
・子育て支援地域活動
・子育て相談事業
・子育て啓発事業

福祉費 児童福祉費 児童福祉施設費

都支出金 　　児童館  10館で実施

児童館の整備 128,911 121,230

　富久町児童館
　　平成12年度 設計  平成13年度 解体・建設
　　平成14年度 建設  平成15年度 開設
　　工事費　　　　　112,866千円
　　工事監理委託　　5,296千円
　　初度調弁費　　　8,724千円

　　工事事務費等　　2,025千円

福祉費 児童福祉費 児童福祉施設建
設費

都支出金
19,230

特別区債
102,000

障害児童の学童クラブ利用
の学年延長

6,358 0
　障害児の学童ｸﾗﾌﾞ受入れ
　　　小学6年生まで

福祉費 児童福祉費 児童福祉施設費

児童館・学童クラブの利用
時間の延長

1,941 0 　　平日　午前9:30～午後6:00

福祉費 児童福祉費 児童福祉施設費

　　春、夏、冬休みの平日
　　　　　　 午前9:00～午後6:00

子どもショートステイ事業
の実施

2,273 460

　保護者の就労等により一時的に子ども
　の養育が困難になった時に児童福祉施
　設で短期間預かる
　　社会福祉法人  二葉乳児院

　  年間延べ100人  自己負担　1泊　3,000円

　　　　但し　住民税非課税世帯　半額

　　　　　　　　生活保護世帯　　　無料

福祉費 児童福祉費 家庭福祉費
都支出金
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

ファミリー・サポート・セ
ンター事業の推進

8,711 4,780拡充

　育児の援助を受けたい会員と、援助を
　したい会員を登録し、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰが有
償
　の相互援助の斡旋を行う
　　会員数 提供会員:129人　利用会員:505人

　　　　 　 両方会員:18人　(平成13年10月末）

福祉費 児童福祉費 家庭福祉費

国庫支出金
3,187

都支出金
1,593

　　運営委託  新宿区社会福祉協議会
　  会員数増加に伴いｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを増員
  　２名→３名

乳幼児医療費助成の充実 615,505 190,057 　0歳から就学前までの乳幼児の医療費
　(自己負担分)の助成

福祉費 児童福祉費 児童福祉事業費

都支出金
190,056
諸収入

1

 

サービス基盤整備の推進
（施設サービス）

222,966 194,323

・特別養護老人ホーム等建設事業助成
　
101,956千円
　　ベッド確保

   　　合計ベッド数  ７７３床

 繰入金 新規

・老人保健施設建設等事業助成
                                            92,370千円
　牛込原町小学校跡地を有償で民間事業者に貸
  与し、民設民営により老人保健施設を整備
  (保育所併設）
　平成16年度開設
  訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ 小児科診療所 歯科診療所
　居宅介護支援事業所
　延床面積　6,962㎡　地上４階、地下１階
　入所定員　160人（うちｼｮｰﾄｽﾃｲ 50人）
 　　　　   　　ﾃﾞｲｹｱ　20人
　運営主体　医療法人社団「研精会」
　　☆債務負担　  414,870千円

・旧牛込原町小学校の解体工事　　28,640千
円
  （工事費負担金）

総務費 総務管理費 財産管理費
福祉費 高齢者福祉費 高齢者福祉総
務費

サービス基盤整備の推進
（居宅サービス）

60,000 60,000

・通所介護施設整備助成　　60,000千円
　　 補助限度額 2,000万円  3施設

繰入金

福祉費 高齢者福祉費 高齢者福祉総
務費
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

介護予防対策の推進 33,992 26,395 拡充

・自立支援型家事援助サービス
　　　　　　　　　　　　　　　22,044
千円
　 対象　要介護認定において自立と
 　　　　判定された高齢者等
　　　 ※認定申請中の者を新たに対象に加える
   派遣時間 　週2時間限度
   派遣時間帯 午前9時～午後5時
   自己負担 原則　1割

都支出金
22,785
諸収入

3,610

・いきがい対応型デイサービス
　　　　　　　　　　　　　　11,948千
円

　　対象　要介護認定において自立と

  　　　　 判定された高齢者及び60歳以上の

　　　　　家に閉じこもりがちな高齢者等

　　 ①いきがい趣味活動 ②自立支援

　　 ③機能維持向上 ④その他ｻｰﾋﾞｽを提供

      　週2回 20名程度 9館実施

　　　　(小滝橋いきがい館は週5回）

　　　参加費　１回　１００円
　信濃町ことぶき館、北山伏ことぶき館、
　戸山ことぶき館、高田馬場第二ことぶき館、
　西落合ことぶき館、北新宿第一ことぶき館、
　薬王寺ことぶき館、清風園、
　小滝橋いきがい館

福祉費 高齢者福祉費 高齢者福祉事
業費

痴呆性高齢者対策の推進 3,775 2,831
　痴呆性徘徊高齢者探索サービス
　　　位置情報専用探索ｼｽﾃﾑ利用助成

　　　導入経費の全額　利用料の2/3を助成

福祉費 高齢者福祉費 高齢者福祉事
業費

都支出金 　　　平成14年度　新規60台 継続45台

在宅介護支援センターの整
備充実

182,076 78,052
　高齢者総合相談、居宅介護支援事業、
　家族介護教室等の実施
・基幹型　　　　　　　　　27,460千円
  　新宿区役所在宅介護支援ｾﾝﾀｰ

使用料及び
手数料
18,144

都支出金
59,908

拡充

・地域型　　　　　　　　154,616千円
　　原町ﾎｰﾑ在宅介護支援ｾﾝﾀｰ  (職員2名)
　　高田馬場在宅介護支援ｾﾝﾀｰ (職員2名)
　　聖母ﾎｰﾑ在宅介護支援ｾﾝﾀｰ  (職員2名)
　　北山伏在宅介護支援ｾﾝﾀｰ   (職員4名)
　　若葉在宅介護支援ｾﾝﾀｰ    （職員2名）
　　中落合在宅介護支援ｾﾝﾀｰ  （職員2名）
　※北新宿在宅介護支援ｾﾝﾀｰ  （職員4名）
　　３所新規開設に伴いﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ体制を充実強化
　　（相談員の増員：３名→４名）

新規

　 地域型新規開設在宅介護支援ｾﾝﾀｰ
　 （職員2名）３所
　 平成14年9月開設予定

福祉費 高齢者福祉費 ①高齢者福祉
事業費 ②高齢者福祉施設費
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

心身障害者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑへの
運営助成等

29,566 8,615
・既設助成対象  1所
  　 定員10名  (あじさいﾎｰﾑ)

   　助成額　11,422千円

福祉費 障害者福祉費 ①障害者福祉
総務費 ②障害者福祉事業費

都支出金 ・新設助成対象  1所
     定員6名  (重度知的障害者生活寮)

     助成額　18,144千円

ふれあいのまちづくり事業
支援

9,783 0   　新宿区社会福祉協議会運営助成事業
     地域福祉活動ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ‐

福祉費 社会福祉費 社会福祉総務費

 

　 　ふれあい福祉ｾﾝﾀｰ事業(情報提供等)

     地域生活支援事業(ﾊﾝﾃﾞｨｷｬﾌﾞ運行)

     住民参加による地域福祉事業

福祉のまちづくりの推進 499 247
　広報啓発活動
     障害疑似体験会
　「心のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ」ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成等

福祉費 社会福祉費 社会福祉総務費
都支出金

いきいき福祉大作戦 1,322 661

・いきいき福祉大作戦ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
　　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動参加へのきっかけづくり

・いきいきﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ
　　高齢者の学習講座参加のきっかけづくり

・ﾏｲｽﾀｰ制度
　　高齢者の知識、技能等の登録・紹介・活用

・ｴｺﾏﾈｰ制度
　　疑似貨幣を用いた福祉ｻｰﾋﾞｽ地域循環の
　 仕組みづくりへの支援

福祉費 高齢者福祉費 高齢者福祉総
務費

都支出金  

病後児保育の実施（病後児
保育利用）

8,805 4,880 新規

 
  病気回復期園児の保育
     実施園　　新栄保育園

　

福祉費 児童福祉費  児童福祉事業費
都支出金

 

認証保育所への支援（認証
保育所利用）

32,831 16,415 新規
・民間事業者等の認証保育所運営への
　参入支援（Ａ型） 1所　　14,412千円

福祉費 児童福祉費  児童福祉事業費

都支出金

・保育室のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ（Ｂ型） 1所
　　　　　　　　　　　　　　18,419千
円
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

健康づくりの推進 2,481 0

・難病療養相談等　　　　　　615千円
　　ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病、ﾘｳﾏﾁ等の患者家族に対する

　　健康教室等の開催

　　牛込保健センター  8回

　　西新宿保健センター  9回

　　落合保健センター  9回

・健康づくり協力店普及促進　　212千
円
　　飲食店や食料品等販売店で、「栄養成分
　　表示」や「栄養情報提供」を実施する店舗
　　を「健康づくり協力店」として登録し、区
民

衛生費 衛生費 ①衛生総務費 ②公衆
衛生費

新規

・健康づくり行動計画の策定　1,654千
円
　　 区民懇談会　５回開催
　　委員　10名　公募区民 ５名
　　　　　　　　自主活動団体等代表 ５名

アレルギー疾患等健康診査
事業の充実

1,605 1,562

　アレルギー疾患等に関する相談及び
　指導
　成人対象：６回（延べ６０人）

　小児対象：個別１２回、集団４回（延べ２４
０人)

衛生費 衛生費 公害保健費
諸収入

 

感染症まん延防止対策の推
進

2,625 603
　新宿区感染症診査協議会の運営
　発生時の移送、消毒、検査の実施
　医療費公費負担、予防啓発事業等

衛生費 衛生費 公衆衛生費

国庫支出金

結核対策の充実 20,967 8,281
・結核健康診断
　　業態者検診、患者家族検診、管理検診

　　受託検診、住民検診

使用料及び
手数料

300
国庫支出金

7,981

・日本語学校結核健康診断
　　予定校24校 (対象者数  3,000人)

　　外国人用ﾘｰﾌﾚｯﾄの作成

・路上生活者結核出張健康相談
　　年2回  200名予定

・結核患者服薬治療支援
　　 路上生活者に対して結核の入院治療後に
　　直接服薬確認治療(DOT)を実施

衛生費 衛生費 公衆衛生費

35



１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

エイズ対策の充実 8,684 3,443
・検査業務
　　ＨＩＶ抗体検査 580件  梅毒検査 560件

　　ｸﾗﾐｼﾞｱ検査 440件  淋菌感染症検査 410件

　

衛生費 衛生費 公衆衛生費
国庫支出金

・相談業務等

民間精神障害者社会復帰支
援事業の運営助成

148,749 92,223
・精神障害者共同作業所通所訓練事業
　運営助成　　　　　　　　130,269千
円
　　助成対象 6所

衛生費 衛生費 衛生総務費

都支出金

・精神障害者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ運営助成
　　　　　　　　　　　　　　18,480千
円
　　助成対象 2所

食品衛生の普及啓発の強化 1,095 0
　生産から食卓までの食品衛生管理の
　普及啓発の充実
     区民対象講習会 3回　講演会　1回

衛生費 衛生費 環境衛生費

 

快適居住環境の推進 1,673 0
　住まいの環境衛生相談
　　住まいの環境衛生診断   60件

　　相談、講習会      500人

　　小規模給水施設の衛生管理指導 1,350件

衛生費 衛生費 環境衛生費

 

かかりつけ医機能の推進 6,332 0
  在宅ｹｱ対策委員会に委託
　　かかりつけ医の紹介

　　かかりつけ医の研修等

衛生費 衛生費 衛生総務費
 

訪問指導の充実 3,491 2,326
　寝たきりや痴呆の発生の予防及び
　介護者支援
　　保健婦による訪問指導

　　訪問栄養指導

衛生費 衛生費 公衆衛生費

国庫支出金
1,163

都支出金
1,163

　　訪問口腔衛生指導

育児グループ・育児相談の
実施

672 0

　各保健ｾﾝﾀｰにおいて育児ｸﾞﾙｰﾌﾟを育
　成し、育児相談や育児ｸﾞﾙｰﾌﾟ活動を
　支援

衛生費 衛生費 公衆衛生費

　　子育てに関する講演会

　　育児ｸﾞﾙｰﾌﾟの交流支援

　　児童館等への保健専門職派遣
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

親と子の相談室 1,193 0
　乳幼児健診時の相談対象者や広報に
　よる応募者を対象に子育てに関する専
　門家による相談等を実施

衛生費 衛生費 公衆衛生費

　　各保健センターに専門窓口の開設

　　専門医 12回／年   ｶｳﾝｾﾗｰ 12回／年

母親・両親・育児学級の充
実

3,117 0
・母親学級  各保健センター
　　 延べ40回 (3日制 24回  1日制 16回)

・両親学級  各保健センター　延べ12回

衛生費 衛生費 公衆衛生費

・育児学級  各保健センター　延べ32回

乳幼児事故防止対策の実施 516 0
　乳幼児健診時(1800名)に、家庭内に
　おける事故防止に関する普及啓発を
　実施

衛生費 衛生費 公衆衛生費

　　事故防止ﾊﾟﾈﾙの展示

　　ｱﾝｹｰﾄ調査　　講演会 2回

介護予防対策の推進 17,662 2,546
　機能訓練事業
　　　対象　40歳以上で加齢や疾病等により
　　　　　　心身機能の低下している者
  　  各保健センター 　1ｸﾗｽ

衛生費 衛生費 公衆衛生費

国庫支出金
1,273

都支出金
1,273

　　　予定対象数  80～120名
　　　1ｸﾗｽ 10～15名  週2回訓練実施

痴呆性高齢者対策の推進(精
神保健相談並びに訪問指導)

864 546 拡充

衛生費 衛生費 保健所費

国庫支出金

合 計 2,662,757 1,418,969 46事業

  痴呆高齢者の早期発見、発生予防及び
　介護者支援
　  専門相談  ｸﾘﾆｯｸ 月1回  新宿区保健所
     　　　　 訪問指導 年3回
  　※物忘れ相談を新たに実施 月1回
　　その他 普及啓発等
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

外国人のための情報提供と
相談機能の充実

8,195 0 　外国人相談窓口の運営

総務費 総務管理費  広報費

男女共同参画への啓発活動
の充実

1,884 0

　啓発活動
　　・男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 15年1月

　　　　　　　  450人 四谷区民ﾎｰﾙ

　　・ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ講座  4回

　　　　　　　　50人　ｳｲｽﾞ新宿（ﾘｰﾀﾞｰ養成)

総務費 総務管理費 女性施策推進費

　　・性と生の講座    3回  50人 ｳｲｽﾞ新宿

　　・講師派遣        6団体

男女平等推進計画の策定 1,654 0

・男女平等推進会議の運営　1,419千円
　　男女平等に関する施策の方向性に
　　ついての検討及び提言
　　委員（学識経験者２名　公募区民４名
　　　　 団体推薦２名）　５回開催

総務費 総務管理費 女性施策推進費

新規

・区民との意見交換会の開催　235千円
　　ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ形式　１回

家庭生活における男女協働
の意識啓発

3,245 0 ・啓発活動　　　　　　　　　　117千
円
　　ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ講座 ３回 各回４０名 ｳｲｽﾞ新宿
・情報提供　　　　　　　　　3,128千
円
　　「しんじゅくフォーラム」の発行  5,000部

総務費 総務管理費 女性施策推進費  

平和啓発事業の推進 805 0 ・平和の啓発普及活動　　　　334千円
　　平和展  区民センター等 ３所  ７～８月

・平和のﾎﾟｽﾀｰ作品展　　　　　471千
円
　　小学生・中学生を対象に作品を募集し展示

　　
総務費　総務管理費　一般管理費
教育費　教育総務費　教育指導研究
費

国際交流の推進 852 0  

　友好都市交流の調査推進
　　レフカダ町との友好交流

　　ミッテ区との友好交流

　　東城区との友好交流

　　高遠町との友好交流

総務費 総務管理費 一般管理費

地域交流の促進 2,019 0 　未センター化施設での自主事業の開催

区民費 地域振興費 地域振興事業費
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

地域ｾﾝﾀｰの自主運営機能
の充実

358 0  

　地域センター管理運営委員会による
　「地域の課題を考える」講座・交流会
　の開催

区民費 区民施設費 区民ｾﾝﾀｰ費

地域活動への支援 2,571 2,500
　地域活動への物的援助
　　貸出物品の更新、充実  　臼ｾｯﾄ等

区民費 地域振興費 地域振興事業費
諸収入

ｺﾐｭﾆﾃｨ活動支援情報の提供 196 0   
　情報の収集、提供
　　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ情報、地域人材情報、
　　活動団体情報の提供

区民費 地域振興費 地域振興事業費

区民ｾﾝﾀｰの整備（榎町区
民ｾﾝﾀｰの管理運営）

69,912 8,007

　施設の概要
　　地上4階、地下1階 延床面積 1,887㎡

　　地域ｾﾝﾀｰ　804㎡　特別出張所　286㎡

　　共用部分　797㎡

　　平成14年1月竣工　平成14年4月開館

　　多目的ﾎｰﾙ、葬儀ができる多目的ﾎｰﾙ、

　　調理室、軽音楽室、工芸室、和室、

　　児童遊戯室、ｾﾝﾀｰ事務室等

使用料及び
手数料

7,971
諸収入
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・管理運営費　　　　　69,912千円
　　　施設維持管理

　　　地域ｾﾝﾀｰ管理運営委員会への委託

区民費 区民施設費 区民ｾﾝﾀｰ費

家庭及び地域の教育力の向
上

5,569 0

　家庭教育の振興
　　家庭教育講座 　50回

　　ﾌﾞﾛｯｸ家庭教育学級   11ﾌﾞﾛｯｸ 各3回

　　PTA研修会 　幼稚園、小学校、

　　　　　　中学校・養護学校　各1回

教育費 生涯学習費 生涯学習総務費
 

 

総合的な学習の時間の運営 17,200 0 拡充

　新学習指導要領に対応
　※移行措置→本格実施

　　小学校3年～6年生  週3時間

　　中学校1年～3年生  週2～3時間

　　活動費1校あたり  40万円

教育費  教育総務費  教育指導研究費
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

コンピュータ利用教育の推
進

165,597 0 ・指導研究　　　　　　　　　　4,720
千円
　　コンピュータ研修会等
・小学校(1校22台）　　　　92,171千円

・中学校（1校42台）　　　67,438千円

・養護学校(2台)　　　　　　1,268千円

教育機器の整備(映像教育の
推進)

1,300 0 　小学校、中学校全校配備済
　　 機器の修繕

教育費  ①小学校費 ②中学校費  学
校管理費

 
 

学校適正配置の推進 801 0 　学校統合協議会等の運営

教育費  教育総務費  事務局費   

学校施設の計画的整備（四
谷地区統合新校）

105,821 0
  四谷中学校校舎等整備
　　校舎整備　　　　　　99,542千円
　　屋内運動場屋根改修   6,279千円

教育費  中学校費　営繕費
 

余裕教室の有効活用(中学
校)

18,056 0 　改修工事
　　牛込第一中学校、牛込第二中学校、
　　東戸山中学校

教育費  中学校費  営繕費
 

学校施設の改修（外壁改
修）

141,513 0

・校舎外壁改修工事　　59,632千円
　　落合第三小学校

・屋内運動場外壁改修調査委託
　　1,488千円　 戸山小学校

・屋内運動場外壁改修工事　75,968千円
　　牛込第一中学校、牛込第三中学校

・校舎外壁改修調査委託　　4,425千円
　　戸山中学校

教育費 ①小学校費 ②中学校費 営繕
費

 

学校ボランティアの活用 13,191 0

・外部指導員・外部講師(学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)
  による特色ある授業等の充実
　　小学校 30校  年間 24回/1校

・外部指導員(学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)による
  部活動等の充実
　  中学校 13校　年間　400回/1校

教育費  ①小学校費 ②中学校費  学
校管理費

 

教育費 教育総務費  教育ｾﾝﾀｰ費 教
育指導研究費
教育費  ①小学校費 ②中学校費  学
校管理費
教育費  養護学校費  養護学校費
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

国際理解教育の充実 45,294 0 拡充

１　外国人英語教育指導員の配置
　　　　　　　　19,014千円
　　中学校全校

　　 ①1年生：25時間  2年生：20時間

　　   3年生：15時間    各ｸﾗｽ・年間

　　 ②部活動　 20時間/1校・年間

　　 ③教材研究 55時間/年間
   ※新たに小学校全校に配置
　　 20時間/1校・年間

２　小学校児童の国際理解教室
　　　　　　　　　2,570千円
　　　・外国人との交流学習 　小学校30校

　　　　  3回/1校・年間

３　日本語適応教室　　　　23,710千円
　　 区立幼稚園児、小中学校児童・生徒

　　　・小中学校(訪問指導等)

　　　・日本語適応指導の手引作成

教育費  教育総務費  教育指導研究費

 

文化等学習支援者ﾊﾞﾝｸ制度
の設置

1,258 0

　文化等学習支援者ﾊﾞﾝｸ制度 登録、紹介、活用

　　登録希望者への講習会の実施 年5回

　　ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成等

　　（財団補助事業）

教育費  生涯学習費  生涯学習総務費

 

ｽﾎﾟｰﾂ指導者ﾊﾞﾝｸ制度の充
実

1,063 0

　指導者ﾊﾞﾝｸ制度 登録、紹介、活用

　　ｽﾎﾟｰﾂ指導者講習会  100名　1回

　　ｽﾎﾟｰﾂ指導者ﾌｫﾛｰ研修会 2回

　　地域指導者連絡会等
　　（財団補助事業）

教育費  生涯学習費  生涯学習総務費

 

図書館施設・設備の充実 40,777 0

　図書館情報システム
　　　資料・情報提供機能の充実

　　　　全9館：利用者用端末 30台
　　　　　　　窓口用端末 26台

教育費  生涯学習費  生涯学習施設費
 

無形民俗文化財の調査 1,591 0
　「淀橋地区」調査報告書作成
　（財団補助事業）

教育費  生涯学習費  生涯学習総務費
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

ミニ博物館の拡充及び推進 3,354 0

　運営補助等
　　染の里二葉苑    須賀神社三十六歌仙絵

　　つまみかんざし博物館

　　十二社熊野神社の文化財

　　内藤新宿太宗寺の文化財  目白学園遺跡

　　東京染ものがたり博物館

教育費  生涯学習費  生涯学習総務費
 　　（一部財団補助事業）

人権尊重教育の推進 63 0
　人権尊重教育推進委員会
　    委員構成 9名  委員長(小学校長） 1名

　　　　　　　　　副委員長 2名、委員 6名

教育費  教育総務費  教育指導研究費

　　　報告書の作成

教育基盤整備の推進（少人
数学習指導の推進）

12,684 12,684 新規

　少人数学習指導の推進
　　　時間講師の配置
　　　　 小学校 4校・中学校 2校（予定）

　　　　 週20時間　35週

教育費  教育総務費  教育指導研究費
都支出金

　　（緊急地域雇用創出特別補助事業）

合 計 666,823 23,191 28事業
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

地域防災コミュニティづく
り

583 0
　まちの防災チェック
　　避難所運営管理協議会による

　　防災マップの作成　　５ヶ所

総務費 防災費 防災対策費

区内事業所の組織化と地域
連携の推進

900 0 拡充
　事業所や地域との連携態勢づくり
　　昼間都民対策周知用ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成・配布
　　20,000部

総務費 防災費 防災対策費

災害対策用各種水利の確保
及び充実

4,351 0 拡充

・小型防火貯水槽の設置　　3,733千円
　　多目的小型防火貯水槽 １基設置
　　(災害時に便槽を兼ねる貯水槽)
    ５t貯水槽 １基設置

・公衆浴場の揚水施設改修　　618千円
　　８ヶ所→９ヶ所

総務費 防災費 防災対策費

防災ボランティア等の育成 1,105 0
・防災ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの育成
　　一般公募40名

　　６ヶ月の基礎研修・専門研修　登録者35名

総務費 防災費 防災対策費

・防災ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの育成
　　登録者　36名
　　防災活動のｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰとして派遣

災害用備蓄品の充実 68,290 0

　備蓄物資の購入
　  ﾋﾞｽｹｯﾄ 49,920食　ｱﾙﾌｧ化米 195,000食
　  さくら粥 18,800食　粉ﾐﾙｸ 1,800缶
 　 離乳食 4,400食　発電機 3台
 　 発電機用ｵｲﾙ缶 10缶
　  災害医療資器材ｾｯﾄ 20ｾｯﾄ
　  常備医薬品ｾｯﾄ 62ｾｯﾄ
 　 負傷者等搬送用袋 15袋  担架 10台
 　 歯科医療資器材ｾｯﾄ 3ｾｯﾄ

総務費 防災費 防災対策費

災害対策要員用宿舎の確保 8,498 0   　西早稲田職員防災住宅
　　西早稲田二丁目　単身用12戸　世帯用1戸

総務費 総務管理費 福利厚生費

公衆浴場設備費助成 10,012 0   

　　対象設備：釜、温水器、ﾊﾞｰﾅｰ、煙突、
　　　　　　 水中ﾓｰﾀｰﾎﾟﾝﾌﾟ、貯水槽、
　　　　　　 貯湯槽、冷暖房機等
　　助成限度額：2,000千円

区民費 地域振興費 地域振興事業費
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

公衆浴場資金の貸付 39,867 37,051
・公衆浴場改修資金
　　貸付限度額 50,000千円

　　償還期限　20年以内　利子補給　1/2

諸収入

・公衆浴場多角化資金
　　貸付限度額 30,000千円

　　償還期限　20年以内　利子補給　1/2

区民費 地域振興費 地域振興事業費  

都市計画道路の整備 662,683 662,077
・補助第72号線Ⅰ期　　148,397千円
　　用地買取（公社より買い戻し）

　　鑑定委託等

都支出金
 64,000
繰入金

598,077

・補助第72号線Ⅱ期　　514,286千円
　　用地買取（公社より買い戻し）

　　鑑定委託等

土木費 道路橋りょう費 道路新設改
良費

道路区域線等の調査 18,380 0 拡充
　区域線図面作成委託及び公共基準点
　の管理
　　対象路線延長　2,889m→4,501m

土木費 道路橋りょう費 道路橋りょ
う総務費

 

地籍情報の調査 30,734 22,927 新規 　地籍街区調査
　　横寺町地内外　0.21K㎡
　　区域線測量　4,501m

土木費 道路橋りょう費 道路橋りょ
う総務費

都支出金

百人町三・四丁目地区の道
路の新設等

53,943 0 新規 　百人町三・四丁目地区の用地買収
　 用地買収（公社より買い戻し） 52,983千円
　 管理用地整備工事　　　　　　　960千円

土木費 道路橋りょう費 道路新設改
良費

 

総合治水対策の促進 136 0   促進事務費

土木費 河川費 河川総務費

人とくらしの道づくり 562 0 　整備計画案等の作成

土木費 道路橋りょう費 道路新設改
良費

 

道路の改良 153,337 0 　道路改良  6路線

土木費 道路橋りょう費 道路新設改
良費
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

まちをつなぐ橋の整備 101,681 6,000 ・拡幅工事負担金　　　94,438千円
　　神高橋　　石切橋

特別区債  
・橋りょうの震災対策　　7,243千円
 　 千代久保橋

土木費 道路橋りょう費 橋りょう新
設改良費

交通安全意識の高揚 17,346 0 ・交通安全啓発活動　15,384千円
　　交通安全ﾊﾟﾚｰﾄﾞ

　　交通安全運動・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

　　交通安全資器材の整備

　　団体の育成

・交通安全教育　　　　　1,962千円
　　幼児交通安全教室　こども交通安全教室

　　高齢者交通安全教室　指導者講習会

　　運転者講習会　視聴覚器材の貸出

土木費  土木管理費  交通安全対策費

参加する道づくり 160 0 　交通安全総点検
　　利用者の立場での交通安全施設の点検

土木費  土木管理費  交通安全対策費  

放置自転車対策の推進 8,158 4,021 新規 ・新大久保駅暫定自転車駐車場整備
                                              2,638千円
　

土木費  土木管理費  交通安全対策費

使用料及び
手数料

・自転車駐車場の維持管理     5,520千円
　 (牛込柳町駅、高田馬場駅第3）

交通安全施設の整備 81,964 0

　道路反射鏡:45基  街路灯:260基
　区画線表示:12,000ｍ  通学路表示:300㎡
　滑止舗装赤:500㎡
　視覚障害者誘導ﾌﾞﾛｯｸ:120箇所

土木費 道路橋りょう費 交通安全施
設費

生き物の生息できる環境づ
くり

576 0 ・ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟ推進地区の整備
・カブトムシの育成

土木費  土木管理費  緑化推進費
 

・神田川生き物実態調査
・学校ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟ

みどりの文化財の拡充 8,750 0   

　樹木、樹林等の保護助成
　　指定樹木  1,087本

　　　1本目9千円  2本目以降4.5千円

　　指定樹林  42箇所

　　　1,000㎡まで9千円  以降1,000㎡毎4.5千円

土木費  土木管理費  緑化推進費

　　指定生垣  58件

　　　20ｍまで900円/ｍ  以降450円/ｍ
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

みどりのリサイクル 124 0 　区有地を利用して、区民の樹木を引き
　取り再利用

土木費  土木管理費  緑化推進費
 

みどりを増やすしくみづく
りの推進

3,425 0   
　緑化誘導
　　みどりの条例に基づき、建築行為に伴い
　　提出される「緑化計画書」の認定

土木費  土木管理費  緑化推進費  

緑化意識の啓発 4,930 0

　区民緑化の推進
　・みどりの協定
　 区民等:113件 1年目@20,000円
　　　　　　　  2年目15,000円 3年目10,000円
　 団　体:12件　@200,000円

　・地域密着型みどりのｲﾍﾞﾝﾄ

　  3回/年

土木費  土木管理費  緑化推進費

区有公共施設の緑化の推進 246 0 拡充
　学校等区有公共施設の屋上等緑化推進
　 平成13年度　推進事務費
　 平成14年度　樹木等材料提供及び技術支援

土木費  土木管理費  緑化推進費  

屋上等緑化の推進 2,066 0 新規 　緑化見本園
　 区役所本庁舎屋上に職員直営で設置
　 約 150㎡

土木費  土木管理費  緑化推進費

 

安心のみどり整備 4,487 19
　接道部緑化の助成　21件
　 生垣新設　　　　 @15,000円／ｍ限度
　 植樹帯新設　　　 @10,000円／ｍ限度
　 ﾌﾞﾛｯｸ塀撤去加算　@10,000円／ｍ限度

土木費  土木管理費  緑化推進費 財産収入

アユが喜ぶ川づくり 447 0
　「神田川ﾌｧﾝｸﾗﾌﾞ」の活動を核に、
　区民に身近な視点での河川行政
　促進の仕組みづくり

土木費  土木管理費  土木総務費

みんなで考える身近な広場
の再生

8,270 0 新規
　区民参加による公園の改造
　 原町公園 393.76㎡

土木費 公園費 公園新設改良費
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

鉄道網の整備促進 135 0 ・地下鉄13号線建設促進連絡会分担金
　　　　　　　　　　　　100千円
・公共交通の整備促進　　35千円

土木費 都市計画費 ①都市計画総務
費  ②都市計画推進費

 

都市計画道路の整備促進 125 0 　促進事務費

土木費 都市計画費 都市計画推進費
 

都市計画情報システムの確
立

1,969 0
　都市計画情報システムの運用
　 都市計画・土地利用情報を
　 地図情報ｼｽﾃﾑで一元管理

土木費 都市計画費 都市計画総務費

交通結節点の整備推進(中井
駅周辺)

80 0 　推進事務費

土木費 都市計画費 都市計画推進費  

再開発事業の推進(西新宿六
丁目南地区)

1,638,651 819,281
　西新宿六丁目南地区
　 約2.2ha  区有施設として産業会館併設
　 平成14年度まで、共同施設整備費等補助

土木費 都市計画費 都市計画事業費
国庫支出金

再開発による市街地の整備
(西新宿五丁目中央地区)

70 0 　西新宿五丁目中央地区
　  約2.1ha

土木費 都市計画費 都市計画推進費

再開発による市街地の整備
(西新宿八丁目成子地区)

39,248 19,612 拡充
　西新宿八丁目成子地区
　 約2.7ha
　 平成14年度　調査設計計画費補助

土木費 都市計画費 都市計画推進費
国庫支出金

再開発による市街地の整備
(西新宿六丁目西第７地区)

80 0 　西新宿六丁目西第７地区
　  約0.3ha

土木費 都市計画費 都市計画推進費

再開発による市街地の整備
(西新宿六丁目西第6地区)

80 0 　西新宿六丁目西第６地区
　  約1.7ha

土木費 都市計画費 都市計画推進費

再開発による市街地の整備
(西富久地区の共同化推進)

379 0

  西富久地区
　 約2.0ha

土木費 都市計画費 都市計画推進費
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

地域別市街地整備の推進(神
楽坂地区)

54,629 40,710   
　神楽坂一丁目～六丁目
　　約14ha

　　歩道の美装化工事（第Ⅱ期分）

土木費 都市計画費 都市計画推進費

国庫支出金
27,140

都支出金
13,570

地域別市街地整備の推進(若
松町・河田町地区)

157 0 　若松町・河田町地区
　　約35ha　推進事務費

土木費 都市計画費 都市計画推進費

住民の自主的・主体的なま
ちづくりへの支援

2,436 0 　まちづくり事業の支援
　　・まちづくり活動に対する相談・事業助成

　　・まちづくり団体運営助成  8団体
　　・まちづくり普及啓発事業

土木費 都市計画費 都市計画推進費

都市防災機能の向上 183,425 119,756 拡充

　木造住宅密集地区整備促進
　 西新宿地区 約39ha  北新宿地区 約69ha
　 大久保・百人町地区 約46.5ha
　 若葉・須賀町地区 約15.6ha
　 上落合地区 約47ha
　 赤城周辺地区 約17ha  計6地区(ただし、
　 新規助成は不燃化領域率60%未満の地区)
 ※若葉2-12地区で新たに老朽建築物買収
 　除却を予定

国庫支出金
58,384

都支出金
61,372

・建替資金利子補給　　　   7,040千円
・建替促進助成　　　　　　64,582千円
・公共施設整備　　　　　　31,411千円
・老朽建築物買収除却      60,020千円

土木費 都市計画費 都市計画事業費

・整備計画作成等　　 　　 20,372千円

百人町三・四丁目地区の整
備推進

3,078 0 　百人町三・四丁目地区
　　約33.3ha　都市整備用地の管理等

土木費 都市計画費 都市計画事業費

 

区営住宅の供給 105,127 135,868 拡充 　区営住宅の管理運営

土木費 住宅費 住宅管理費

使用料及び
手数料

112,458
国庫支出金

12,672
都支出金

6,336
諸収入

4,402

　 平成14年2月都営河田町ｱﾊﾟｰﾄ移管による
　 管理戸数の増　317戸→347戸

48



３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

区民住宅の供給 28,361 28,285   区民住宅の管理運営

土木費 住宅費 住宅管理費

使用料及び
手数料

9,320
国庫支出金

6,231
都支出金

3,115
繰入金

8,556
諸収入

1,063

　 管理戸数　11戸

民間賃貸住宅家賃助成 78,331 77,700

・ファミリー世帯
　 新規50世帯  限度額 月30千円 5年間

　 （継続163世帯)

・単身世帯
　 新規30世帯  限度額 月10千円 3年間

　  (継続80世帯)

土木費 住宅費 住宅助成費

繰入金

住み替え家賃等助成 33,369 33,257

・高齢者世帯、障害者世帯、ひとり親世
帯
　 家賃基準額 ：単身世帯 85千円上限
　 　　　　　   二人以上世帯 105千円上限
　 転居一時金 ：都補助基準額の3ヶ月分上限

土木費 住宅費 住宅助成費

都支出金
5,918

繰入金
27,339

　 都補助制度の見直しにあわせ、
　 新規受付は平成16年度まで、
　 助成期間は2年間、
　 また継続者は平成18年度で終了

分譲ﾏﾝｼｮﾝの適切な維持・
管理への啓発

359 0 ・マンション管理ｾﾐﾅｰの開催
　 区単独開催 1回　都心4区共同開催 1回

土木費 住宅費 住宅総務費

・マンション管理相談等

住宅建設資金融資あっせん 1,016 840

  利子補給
　　年利１％で算出した償還期間中の
    利子総額の月割額を補給期間中に
    限り補給

繰入金

土木費 住宅費 住宅助成費

　　　　　　  　      限度額　件数 償還期限 補給期間
建設・新築購入　　  15,000千円 4件 30年以内 10年以内
増改築資金（修築）   3,000千円 2件 10年以内  5年以内
増改築資金(ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ)  5,000千円 2件 10年以内  5年以内
公共事業移転資金    15,000千円 1件 30年以内 10年以内
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

都心共同住宅供給事業等の
推進

14,566 10,665 拡充
　１地区(継続地区 1地区)
　  若葉2ー12地区
  ※平成14年度 実施設計費補助を予定

土木費 都市計画費 都市計画事業費

国庫支出金
7,110

都支出金
3,555

主要な生活道路の整備推進 80 0
　推進事務費

土木費 都市計画費 都市計画推進費
 

細街路の拡幅整備 100,206 0 拡充

・拡幅整備工事　　　67,823千円
　 区道 20件→100件  私道 30件→50件

・助成金　　　　　　7,700千円
　 測量 20件　整地工事 0→10件

・測量委託　　　　　23,100千円
　 0→88件

・事務費等　　　　　1,583千円

土木費 建築費 建築行政費

  環境土木部分・都市計画部分を統合再編
　 事前協議制度の導入、後退用地の無償使用
   承諾による区道区域への編入、奨励金の廃
   止等

合 計 3,581,968 2,018,069 54事業
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４　にぎわいと魅力あふれるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

産業振興会議の運営 873 0

　区内産業の実態に即した施策実施に
  向け既存施策の再構築、統合、廃止、
  新たな施策について提言
　　委員14名  振興会議2回  検討部会4回

　　学識経験者  経営者団体代表

　　地場産業団体等代表

産業経済費 商工費 商工総務費

産業会館の建設・管理運営 73,961 11,399 新規

　施設の概要
　地上4階、地下2階 延床面積 2,757㎡
　平成14年11月竣工 平成14年12月開館
　(会議室等の貸出：平成15年1月～)
　・1階:多目的ﾎｰﾙ、楽屋、展示ﾎｰﾙ
　・2階:事務室 商談室 和室
　・3階:事務室 研修室 ﾊﾟｿｺﾝﾙｰﾑ
　・4階:事務室 研修室 ・地下1・2階:共用部分

産業経済費 商工費 商工施設費

使用料及び
手数料
10,659
諸収入

740

・初度調弁費　　　　　41,250千円
・移転運搬費　　　　　1,258千円
・落成記念式典　　　　1,244千円
・管理運営費　　　　　30,209千円
　平成14年12月～平成15年3月分施設維持管理

創業支援 15,791 0
　創業資金利子補給等
　 貸付限度額　1,500万円以内

　 償還期限　6年以内 　据置期間　6ヶ月以内

　 利子補給　1/2　保証料補助　1/2

産業経済費 商工費 商工振興費
 

工業活性化支援事業の推進 17,970 6,927
　都の補助事業を活用して区内工業の
　活性化を推進（平成16年度まで）
　・区主催事業等　1事業　　3,141千円
　　優良企業・従業員表彰　平成12～16年度

都支出金 　・補助金対象事業 10事業 14,829千円
　  新製品開発等支援　販路拡大支援
　  講座・講習会開催補助　海外研修補助
　  発表・展示会補助  情報ﾈｯﾄﾜｰｸ化支援
　  産業廃棄物共同回収支援

産業経済費 商工費 商工振興費  

商店街近代化助成 35,034 0

・助成対象事業
施設整備事業：街路灯 ｶﾗｰ舗装 ｱｰｹｰﾄﾞ
　　　　　  案内板 ｱｰﾁ等
地域ｺﾐｭﾆﾃｨ事業：ﾘｻｲｸﾙ等環境対策事業
　　　　　    空き店舗活用事業 宅配ｻｰﾋﾞｽ等
ＩＴ活用事業：ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ開設 ﾈｯﾄ販売
　　　　　　ﾎﾟｲﾝﾄｶｰﾄﾞ導入事業等
助成規模：事業費の30/100以内
　　　  1,000万円限度
  1,000万円相当　3商店会

産業経済費 商工費 商工振興費
 

　  500万円相当　1商店会
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４　にぎわいと魅力あふれるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

商店街交流会 95 0 　後継者・人材育成のための交流会開催
     4回

産業経済費 商工費 商工振興費   

消費者学習の充実 1,312 0  
・消費者講座の開催
　　出前講座  4回  各回50名

　　 (消費生活相談員等による)

産業経済費 商工費 商工総務費

・消費者教育の支援
　  消費者教育副読本　中学生向け　1,500部

ﾎﾟｲ捨て防止ときれいなま
ちづくりの推進(空き缶・吸
い殻等の散乱防止啓発)

1,378 0

　ポイ捨て防止意識の啓発
　　散乱防止計画の策定

　　街頭ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ　3会場　年4回

　　地元独自の美化活動等への支援等

環境費 環境保全費  環境保全総務費

新宿駅東西自由通路の整備
促進

80 0  　促進事務費

土木費 都市計画費 都市計画推進費
 

合 計 146,494 18,326 9事業
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５　身近な環境に配慮した、地球にやさしいまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

公害の監視・規制・指導の
充実

28,873 253
一部
新規

・公害の規制・指導　　　3,103千円
   立入監察、認可届出規制指導等
　　（新規：化学物質の適正管理）

使用料及び
手数料

・測定調査　　　　　　　25,386千円
　　大気質等測定調査 3調査

　　酸性雨実態調査  3所  2回

　　ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類調査   4所  4回
　　環境測定システムの維持管理

・工場台帳等情報管理システム　384千
円

リサイクル啓発活動の推進 5,329 112
  ごみ減量とリサイクルの啓発活動
　　啓発パンフレットの発行

　　簡易包装ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

都支出金
　　児童向け講座・施設見学会等

　　　①施設見学会 ②児童講座 ③表彰式

　　地区ｲﾍﾞﾝﾄ参加

環境費 資源清掃費  資源清掃総務費
拡充

　 生ごみの堆肥化の普及啓発
　　(拡充:生ごみ処理実験)

資源回収の推進 633,732 77,214

・リサイクル活動団体への支援
　　　　　　　　　69,891千円
　　集団回収 314団体

　　活動支援用具の支給及び貸与

　　（台車、物置、空き缶圧縮機等）

　　牛乳ﾊﾟｯｸ回収拠点 30拠点

使用料及び
手数料
53,349
諸収入
23,865

・古紙回収(新聞,雑誌,段ﾎﾞｰﾙ)
　　　　　　　　　　175,069千円
　　収集計画量 14,304ﾄﾝ

　　週１回の資源回収日、区内ごみ集積場

・びん・缶分別回収　　292,151千円
　　週1回　 拠点回収

　　家庭系びん缶回収　　　276,790千円

　　 148,380世帯・約2,600箇所

　　事業系びん缶回収       　15,361千円

・ペットボトル回収　　　　91,439千円
　　ｽｰﾊﾟｰ・ｺﾝﾋﾞﾆ等から週3回回収

　　区内約250箇所

　　容器包装ﾘｻｲｸﾙ法によるﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙのﾍﾞｰﾙ化

 
・乾電池の回収　　　　　5,182千円
　　回収拠点  73箇所

環境費 資源清掃費  ﾘｻｲｸﾙ推進費

環境費 環境保全費  環境保全推進費
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５　身近な環境に配慮した、地球にやさしいまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

環境保全思想の普及・啓発 3,428 652

　普及啓発活動
　 夏休み親子体験教室  親子20組
　 冬期自動車交通量抑制対策
　 環境ﾊﾟﾈﾙ展　環境絵画展
　 ｴｺﾘｰﾀﾞｰ講座　8回
　 神田川ﾌｧﾝｸﾗﾌﾞの支援
　 環境ｶﾚﾝﾀﾞｰの発行等

環境費 環境保全費  環境保全推進費
都支出金

環境行動指針の推進 78 39 　区民、事業者への普及啓発
　　講演会等

環境費 環境保全費  環境保全推進費
都支出金

ISO14001認証取得 2,029 0 拡充 　ＩＳＯ１４００１の推進
　  清掃事務所を適用範囲に加える

環境費 環境保全費  環境保全推進費

　 ISO14001拡大審査・定期審査　職員研修等

環境保全活動の支援 760 86   
・環境保全団体助成　　　　418千円
　　1団体　50,000円限度  8団体
　　こどもエコクラブの活動支援

都支出金 ・環境保全推進委員の活動　342千円

環境費 環境保全費  環境保全推進費

合 計 674,229 78,356 7事業
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６　構想の推進のために 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

地域情報ｼｽﾃﾑの推進・イ
ンターネットによる情報の
提供と収集

39,728 0 拡充

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ及びｲﾝﾄﾗﾈｯﾄの基盤整備推進
　　　　　　　　　　　　12,511千円
　　ﾊﾟｿｺﾝの各課複数台体制整備等

・地域情報ｼｽﾃﾑの推進　　79千円
　　ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる情報の提供と収集

総務費 総務管理費 電子計算事務費

・ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ　　　　27,138千円

効率的な区政運営の確立 200 0

 
　行政評価実施
   予算編成との連携

総務費 総務管理費 企画調整費

建築行政情報ｻｰﾋﾞｽの推進
(道路資料等整備)

2,362 0
　建築行政情報ｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑの運用
　　建築計画概要書、建築確認台帳等の

　　ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化

土木費  建築費  建築行政費

合 計 42,290 0 3事業

章 予算額 特定財源
事業
数

１　健康でおもいやりのあ
るまち

2,662,757 1,418,969 46

２　ともに学ぶ、文化とふ
れあいのあるまち

666,823 23,191 28

３　安全で快適な、みどり
のあるまち

3,581,968 2,018,069 54

４　にぎわいと魅力あふれ
るまち

146,494 18,326 9

５　身近な環境に配慮し
た、地球にやさしいまち

674,229 78,356 7

６　構想の推進のために 42,290 0 3

合 計 7,774,561 3,556,911 147 事業数は予算計上された実施計画事業数です
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Ⅳ 新規事業

 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

企画部　　　　　　　２事業
  

 
  

区民意識調査 2,234
　区政運営の基本課題等に対する区民
　の意見・要望の調査・分析
　　対象　区民 2,500名

財務会計･文書管理等シス
テムの構築

4,393
　財務会計・文書管理等総合的な事務
　処理システムの概要設計

総務部　　　　　　　４事業  

（仮称）女性問題に関する
相談関係機関連携会議の設
置（女性総合相談）

44

  ＤＶ等多様化する女性問題に対応する
　ため、相談関係者の連携会議を設置
    構成員　民間相談関係者、警察、
　　 　　 　都及び区関係職員

区民との意見交換会（男女
平等推進会議の運営）

235
計画
P.38

  男女平等に関する施策の方向性につい
  て、広く区民と意見交換し、施策に反
  映していくために、意見交換会を開催
    シンポジウム形式　１回

洪水ハザードマップの作成
（防災思想の普及）

5,109

  区内における豪雨時等の浸水予測、
  避難所等の情報周知のため、洪水
  ハザードマップを作成・配布
    172,500部　新聞折込等により配布

電話交換業務委託（庁舎の
維持管理・管理委託料）

11,718
　電話交換業務の委託化
　　 職員８名を順次委託に切替え
　　 平成14年度 ３名

区民部　　　　　 　10事業

住民票コード通知等 9,919

  平成14年８月から住民票記載事項に住
  民票コードが加わることに伴う区民へ
　の通知

統計調査員確保育成 211 211
都支出金

  調査員の確保と調査精度向上のため、
　登録調査員制度のＰＲ・研修会を実施
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

ボランティア・ＮＰＯ等と
の協働の推進

1,031

 ・総合窓口の設置
 ・協働基礎調査
 ・協働推進計画の策定
 ・普及啓発

ボランティアコーナーの設
置（区民ｾﾝﾀｰの管理運
営）

1,526

   ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾅｰの開設　３所
　  四谷、牛込箪笥、落合第一の３区民センター
　　(各特別出張所内)
　　月曜日～金曜日　午前９時～午後５時

地域ｾﾝﾀｰ等ﾈｯﾄﾜｰｸの推進
（特別出張所の管理運営、
区民ｾﾝﾀｰの管理運営）

1,428

　 地域ｾﾝﾀｰのﾈｯﾄﾜｰｸづくり
　　地域ｾﾝﾀｰ８所、戸塚及び落合第二特別
　　出張所のパソコンをｲﾝﾀｰﾈｯﾄに接続し、
　　ｺﾐｭﾆﾃｨやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ情報等を収集・提供

産業会館運営委員会（産業
会館の管理運営）

346  

　産業会館事業の評価、検討を行い、
　会館の効果的・効率的運営に資する
  ため委員会を設置
　　８回開催
　　学識経験者 １名　産業団体代表等 ３名

新宿区商店街振興プランの
策定（商店街育成）

350 175
都支出金

  商店街振興計画の策定
　　広域商店街診断（平成12、13年度実施）
　　の結果を踏まえ、商店街振興ﾌﾟﾗﾝを策定

パソコン教室の運営（産業
会館の管理運営）

755

　
　　事業へのＩＴ導入方法等事業者のｽｷﾙ
　　ｱｯﾌﾟを目的に産業会館のﾊﾟｿｺﾝﾙｰﾑで
　　実施
　  １講座 2時間　１日 4回　受講定員 12名
　　平成15年2月より開催

ITアドバイザー派遣 1,170

・ＩＴｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣
   企業の情報化専門中小企業診断士を派遣
　 １回 2時間  １社 3回限度  15社

・ＩＴｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｱｼｽﾀﾝﾄ派遣
   実務支援者(大学生、専門学校生等)を派遣
　 １回 2時間　１社 5回限度　15社
　 自己負担 2/5

産業会館の管理運営 73,961

11,399
使用料及び

手数料
10,659
諸収入

740

計画
P.51

 平成14年11月竣工　平成14年12月開館
　（研修室等の貸出：平成15年１月
～）
   多目的ﾎｰﾙ、楽屋、展示ﾎｰﾙ、事務室、
   商談室、和室、研修室、ﾊﾟｿｺﾝﾙｰﾑ
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

福祉部        　　14事業

サービス評価事業 5,426 2,713
都支出金

・民間事業者が提供する介護保険ｻｰﾋﾞｽの
　第三者評価　　居宅介護支援事業
・社会福祉法第78条に基づく自己評価
　  中落合高齢者在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ（通所介
護）

老人保健施設建設等事業助
成

92,370 92,370
繰入金

計画
P.32

  ｻｰﾋﾞｽ基盤整備の推進（施設ｻｰﾋﾞｽ）
　民設民営の老人保健施設整備
　　平成16年度開設　保育所併設
　　訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ、小児科診療所、
　　歯科診療所、居宅介護支援事業所

住宅改修アドバイザー養成
研修

1,238
928

都支出金

   高齢者の住宅改修に関する人材の養成
　  受講対象：1・2級建築士 50名 3日間の研修
　　ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ登録名簿作成

在宅介護支援ｾﾝﾀｰの整備
充実

33,891 8,154
都支出金

計画
P.33

   在宅介護支援ｾﾝﾀｰ 3所 新規開設
　　ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙにより事業者を選定
　　平成14年９月開設予定

支援費制度移行準備 3,698

　　障害者福祉制度の「措置」から「ｻｰﾋﾞ
ｽ
　　利用及び支援費支給」への移行に対応
　　　新制度施行：平成15年４月
　　　（事前申請：平成14年10月～）
　　　勘案事項調査、制度周知等

障害者就労支援等事業（障
害者就労支援等推進）

16,852 8,418
都支出金

   障害者の一般就労及び職場定着支援
   就労支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
　 各２名を区障害者就労福祉ｾﾝﾀｰに配置、
　 一般就労を目指す障害者20名程度を対象
　 に、就労定着・能力向上支援、生活支援、
　 職場開拓等を実施

企業離職等障害者就労支援
事業（障害者就労支援等推
進）

7,970 7,970
都支出金

   企業離職等障害者の就労支援
   再就職までの就労機会を提供するため、
　 職域開発調査員等を雇用
　 平成14年度：職域開発調査、事業計画作成
　＜緊急地域雇用創出特別補助事業＞

生活実習所（本格施設）の
整備

329,257

282,252

都支出金
112,752

特別区債
169,500

計画
P.29

  生活実習所（本格施設）
   平成15年度開設
　 牛込保健ｾﾝﾀｰ 2・4階
　 平成14年度：耐震補強及び改修工事等
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

年末保育事業（保育の充
実）

275
1,020

分担金及び
負担金

  年末保育の実施
　 平成14年度：12月29日・30日の２日間
　 午前7時30分～午後6時30分
　 拠点園方式により区立保育園6園で実施

児童扶養手当 250,756
187,888

国庫支出金

　平成14年8月から受給資格認定事務、支
給
　事務等が区の事務となる（児童扶養手当
　法の一部改正:地方分権一括法による法定
　受託事務）
　児童扶養手当　　　　　　  247,869千円
　事務費                      2,887千円

保育所建設等事業助成 41,599
計画
P.30

   民設民営の保育所整備
   平成16年度開設　老人保健施設併設
　 延長保育、病後児保育、一時保育、
　 休日保育等実施予定

病後児保育利用 8,805
4,880

都支出金
計画
P.34

   病気回復期園児の保育
　 実施園　新栄保育園

認証保育所利用 32,831
16,415

都支出金
計画
P.34

・民間事業者等の認証保育所運営への参入
  支援（Ａ型）　１所
・保育室のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ（Ｂ型）　１所

子育て支援業務委託（児童
館の管理運営）

7,504
7,504

都支出金

・障害児館外活動支援
　 児童館・学童ｸﾗﾌﾞ等の遠足等館外活動に、
　 障害児が保護者等の付き添いなしで参加
   できるようにする指導業務の委託
・中高生創作活動支援
　 児童館等での中高生等の創作活動実施時
　 に、音楽、ｽﾎﾟｰﾂ、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等の専門的知
　 識を持つ人材による指導業務委託
・子育て講座預かり保育
　 講座に参加する保護者の乳幼児一時預か
　 り業務の委託
　＜緊急地域雇用創出特別補助事業＞

衛生部      　     ５事業

健康づくり行動計画の策定 1,654
計画
P.35

  「健康日本21」（国の第三次国民健康づ
  くり運動の一環）の策定を受け、「新宿
区
 健康づくり行動計画」を策定
    区民懇談会　５回開催
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

インフルエンザ予防接種 45,465 3,831
諸収入

  高齢者を対象としたｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接
　種　（予防接種法改正による）
　対象：65歳以上又は60～64歳で心臓、腎臓、
　 　   呼吸器に障害のある者等
  自己負担：2,200円（集団1,200円）
　　　　　　生活保護世帯は無料

肝炎ウイルス対策（一般健
康診査、成人健康診査）

18,589

8,488
国庫支出金

4,244
都支出金

4,244

  肝炎ｳｲﾙｽ緊急総合対策事業として、基本
　健康診査実施に併せ節目検診として肝炎
　ｳｲﾙｽ検査を実施
　 ①40歳、45歳、50歳の対象者：各保健ｾﾝﾀｰ
　　 の一般健康診査及びﾐﾆﾄﾞｯｸと併せて実施
　 ②55歳、60歳、65歳、70歳の対象者：個別
　 　医療機関の成人健康診査と併せて実施

精神保健福祉連絡協議会の
運営
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   地域の実情に応じた精神保健福祉活動
   の効果的な推進のため、協議会を設置
   ・福祉、教育、労働、医療等関係機関の連携強化
　 ・精神障害者に対する地域ｹｱの充実、地域住民の
　　 こころの健康の保持・増進についての検討
   ①協議会：２回開催、学識経験者、保健医療関係
　　 機関、精神保健団体等、計18名で構成
　 ②専門部会（平成14年度:生活部会）：４回開催
　 ③研修会：１回開催
　

休日健康診査（健康相談） 1,178
   区民健康ｾﾝﾀｰの健康診査の休日実施
　 日曜日 年５日実施

環境土木部       11事業

繁華街クリーンアップ作戦 37,302
37,302

都支出金

   繁華街の路上清掃
   歩道、歩車道の区分のない道路、広場、植込み
　 歌舞伎町及び高田馬場駅周辺
　 245日/年 実施   12名従事

　＜緊急地域雇用創出特別補助事業＞

化学物質の適正管理（公害
の規制・指導）

516
計画
P.53

   化学物質の適正管理に関する指導等
　 対象事業所：化学物質取扱事業所(印刷・製版等
　　　　　　　 認可工場及びｸﾘｰﾆﾝｸﾞ・ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ
               　　等届出事業所)

カラス対策（収集作業の運営） 700

   防鳥ﾈｯﾄの貸与・設置
　 対象：繁華街及び商店街地域等の集積所
　 排出状況を調査のうえ、排出指導を実施
　 し、貸与・設置
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

屋上等緑化の推進 2,066
計画
P.46

   緑化見本園
　 区役所本庁舎屋上に職員直営で設置
　 約 150㎡

放置自転車対策の推進(自転
車駐車場の整備）

2,638
計画
P.45

   自転車駐車場の整備　１所
　 新大久保駅暫定自転車駐車場
　 平成14年7月開設 60台

放置自転車対策の推進(撤去
及び啓発活動）

23,184
23,184

都支出金

   放置をさせない啓発活動
　  放置自転車が著しい駅周辺に指導員を配置し、
　  放置しようとする者に声をかける「放置をさせ
    ない啓発活動」を実施
    高田馬場駅４名、大久保駅・新大久保駅・早稲
　　田駅・飯田橋駅・西新宿五丁目駅・落合南長崎
　　駅・信濃町駅・曙橋駅 各２名 指導員配置
　　１日４時間、年間240日

  ＜緊急地域雇用創出特別補助事業＞

地籍情報の調査 30,734
22,927

都支出金
計画
P.44

   地籍街区調査
　 横寺町地内外　0.21k㎡
   区域線測量　4,501m

街路樹、植樹帯等の維持管
理（早大通り植樹帯の再
生）

12,754

　早大通りの活力低下樹木の剪定、
　伐採、植替え
   ケヤキの伐採 13本
   植替え樹木：高木５本・低木3,600株
　 低木植替えは職員直営で実施

百人町三・四丁目地区再開
発の道路用地買収

53,943
計画
P.44

   公社取得用地の買戻し　58.48㎡
　 管理用地整備工事（簡易舗装等）

みんなで考える身近な広場
の再生（公園の改造）

8,270
計画
P.46

   区民参加による公園の改造
　 原町公園 393.76㎡

公園施設の復旧 17,602 17,602
諸収入

   新宿中央公園
 　都下水道局の占用工事完了に伴う復旧工事
　 復旧対象面積　1,565.94㎡
 　区民参加にて整備計画案を作成

都市計画部        ５事業

都市復興マニュアルの策定
（都市計画総務費・一般事
務費）

415

   新宿区都市復興ﾏﾆｭｱﾙの策定
   震災発生後の復興まちづくりを円滑に推進
　 するために、復興都市計画の手続きや職員
　 のとるべき行動内容を整理したﾏﾆｭｱﾙを策定
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

土地利用現況図の作成（都
市計画行政資料整備）

2,961 114
諸収入

 

   土地利用現況調査（平成13年度実施）
　 のﾃﾞｰﾀを基に作成
　 土地建物用途現況図、建物構造別現況図、
　 建物階数別現況図 各300部

用途地域の見直し（地域地
区見直し事務）

5,201  

   新用途地域等見直素案の作成
　 土地利用現況調査を基に作成

建設リサイクル事務 425

　「建設工事に係る資材の再資源化等に
　関する法律」の「分別解体・再資源化規
　定」施行に伴う事務
   再資源化対象物：ｺﾝｸﾘｰﾄ、ｱｽﾌｧﾙﾄ、木材
　 対象工事：解体工事(80㎡以上)、建築工事
　　　　　　(500㎡以上)、土木工事(500万円
　　　　　　以上)
　 届出の受理・審査･指導、立入検査、啓発等

既存建築物台帳等の整備
（既存建築物の防災対策指
導）

13,860 13,860
都支出金

   雑居ﾋﾞﾙ等の防災、安全性向上のために、
　 建築基準法に基づく定期調査・報告制度
　 を充実し、既存建築物台帳を整備
   建築物の実態調査
　 所有者等の不明物件の追跡調査等
   20人（３ヶ月～６ヶ月）の雇用創出
　＜緊急地域雇用創出特別補助事業＞

教育委員会　　　　９事業

学校給食調理業務委託調査
検討

56

   自校調理方式による民間委託について、
　 検討委員会を設置し、調査検討
　  小・中学校長・教頭・教職員、ＰＴＡ等で構成

学校交換便業務委託 13,258

   学校用務職の退職不補充・非常勤化に伴
   い、学校管理体制の充実のため交換便業
   務を民間委託
　 小学校30校、中学校13校、養護学校、
 　幼稚園２園
　 年間 245日

教育インターンシップの運
営

396

　区立小・中学校と区内の大学との
　連携・協力
   大学生と教員とのﾃｨ‐ﾑﾃｨｰﾁﾝｸﾞ等、教育就
   職希望者を授業等での学習指導補助や心の
   教室における相談活動に活用
　 小・中学校全43校 各1名 週1回 年間35回
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

学校図書館整理員の派遣 20,296 20,296
都支出金

   学校図書館司書教諭の補佐
   読書指導、利用指導、分類整理、貸出･返却、
   公立図書館との連携等
   小・中学校全43校 各1名 1日6時間 年間80日

 ＜緊急地域雇用創出特別補助事業＞

少人数学習指導の推進 12,684 12,684
都支出金

計画
P.42

   教育基盤整備の推進
　 都費による教員加配がされない小・中学校
　 のうち、１学級の児童・生徒数の多い学校
　 について、教育委員会が６校選定し時間講

   師を配置　小学校4校・中学校2校を予定

 ＜緊急地域雇用創出特別補助事業＞

和楽器の整備（中学校・義
務教育教材整備）

2,051
   新教育課程に基づく和楽器を取り入れ
   た中学校音楽教育の充実
　　平成14年度  琴20面・三味線10丁整備

スポーツ交流会 1,977

　小・中学生と大人を交えたｽﾎﾟｰﾂ
　交流会（完全学校週５日制対応）
   体育指導員及び地域のｽﾎﾟｰﾂ指導者等
　 によるｽﾎﾟｰﾂ交流推進委員会等に委託

地域の教育力向上支援 1,473

   「地域の教育力」の向上を図るための
　 支援（完全学校週５日制対応）
　　①体験事業実施団体支援　10団体
　　②子ども体験活動情報誌の発行
　　　区民の編集・発行
　　③教育ﾌｫｰﾗﾑの開催　活動成果の発表等

図書館奉仕員 14,616

　図書館奉仕員制度の導入
　　司書又は司書補資格等を有する民間人を
　　非常勤の図書館奉仕員として雇用　６名
　　ﾚﾌｧﾚﾝｽ、読書案内、読書相談等のｻｰﾋﾞｽ
　　を充実

選挙管理委員会　　２事業

都知事選挙執行準備 36,283 36,283
都支出金

   平成15年４月22日任期満了
　　選挙人名簿登録者 231,956人(H13.12.2現在)
　　投票所　51所

区議会議員及び区長選挙執
行準備

10,662

　区議会議員 平成15年４月30日任期満了
　区長 平成15年４月26日任期満了
　　選挙人名簿登録者 231,956人(H13.12.2現在)
　　投票所  51所

合　　　　　　計 1,340,664 828,868 ６２事業
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Ⅴ 拡充事業
 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 計画 説 明

企画部　　　　１事業  
  

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ及びｲﾝﾄﾗﾈｯﾄｼｽﾃ
ﾑの運用等

43,882
計画
P.55

   パソコンの各課複数台体制整備等

総務部　　　　６事業

私立幼稚園就園奨励補助 35,733
8,929

国庫支出金

  補助単価の改定
  区民税非課税等世帯
　　　　第1子：135,500円→136,800円
　　　　第2子：162,000円→178,000円
　所得割非課税世帯
　　　　第1子：103,100円→104,200円
　　　　第2子：136,000円→155,000円など

施設管理委託契約の調査 23,819    調査対象施設　6施設→87施設
　 発注ｺｽﾄの縮減に寄与

職員研修の充実（研修事
務）

14,243
　新任係長研修、ＯＡ研修、政策法務
　研修等の充実及び通所型自己啓発
　研修の新設

災害情報支援システムの運
用

28,821    屋外拡声子局　97局→98局

区内事業所の組織化と地域
連携の推進

900
計画
P.43

　昼間都民対策周知用ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの
　作成・配布　20,000部
　 事業所等（ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、地下街、高層ﾋﾞﾙ等）
　 に配布
　 帰宅困難者対策、新宿駅周辺ﾊﾟﾆｯｸ防止

小型防火貯水槽の設置 3,733
計画
P.43

　多目的小型防火貯水槽 １基設置
　　災害時に便槽を兼ねる貯水槽

　５ｔ貯水槽 １基設置

区民部　　　　１事業

被保険者証の更新（国民健
康保険特別会計）

10,958

 
　世帯毎→被保険者・被扶養者毎に交
付
　ｶｰﾄﾞ様式(平成15年4月～有効の被保険者証)

福祉部　　　　９事業

路上生活者対策 35,662
11,584

国庫支出金
　路上生活者実態調査及び緊急一時
　保護事業を新たに実施
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 計画 説 明

新宿区社会福祉協議会運営
助成等

253,292
2,366

都支出金

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｺｰﾅｰの増設に伴うｺｰﾃﾞｨ
　ﾈｰﾀｰの増員 4人→6人
・応急小口資金貸付の充実
　①基金の増額　２千万円→３千万円
　②貸付ﾒﾆｭｰに「就学」と「転宅」を加える

高齢者集合住宅の運営 58,191

9,736

都支出金
9,635

諸収入
101

計画
P.28

　ｼﾙﾊﾞｰﾋﾟｱ住宅ﾜｰﾃﾞﾝ配置等
　15住宅(16人)→16住宅(18人)
　団らん室　13室→14室

自立支援型家事援助サービ
ス

22,044

16,901

都支出金
15,423
諸収入

1,478

計画
P.33

   介護保険要介護認定申請中の者を
　 新たに対象に加える
   認定結果が「要支援」以上になった場合は
　 その時点で介護保険ｻｰﾋﾞｽへ切替え

北新宿高齢者在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝ
ﾀｰの管理運営（北新宿在宅
介護支援センター）

22,813
9,047

都支出金
計画
P.33

   在宅介護支援ｾﾝﾀｰ３所新規開設に
   伴いﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ体制を充実強化
   相談員　３名→４名

心身障害者通所訓練 46,694

41,334

国庫支出金
18,032

都支出金
18,226
諸収入

5,076

   あゆみの家成人ｸﾞﾙｰﾌﾟ通所訓練
   事業の充実
   医療的ｹｱの実施
　 指導医・研修講師謝礼、臨床研修参加、
　 吸引器・測定装置等購入

ファミリーサポートセン
ター事業

8,711

4,780

国庫支出金
3,187

都支出金
1,593

計画
P.32

   会員の増加に伴い、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを増員
　 ２名→３名

延長保育の充実 13,061

6,113

都支出金
2,163

分担金及び
負担金

3,950

計画
P.29

   区立保育園
    ･1時間延長保育 （18:15～19:15)
　    6→7園　　延長定員:120→140人
    新規 北新宿第二保育園 20人
    既実施園(薬王寺,百人町,中落合第二,大久
　　保第一,高田馬場第二,東五軒町の各保育園)

   ･2時間延長保育 (18:15～20:15)
    既実施園 百人町保育園

子ども家庭支援センターの
管理運営

12,140
6,070

都支出金
計画
P.31

・子ども家庭支援ﾜｰｶｰ(社会福祉士等)
  週３日２名→週５日１名・週３日１名

・地域活動ﾜｰｶｰ(保育士)
  週５日１名→週４日２名
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 計画 説 明

衛生部　　　　５事業  
 

健康教育 3,370

2,032

国庫支出金
978

都支出金
1,054

  個別健康教育の充実
　受講者　40名→60名
　保健ｾﾝﾀｰで実施(高脂血症、糖尿病)
 

水泳訓練（環境保健事業） 1,615 1,612
諸収入

   気管支ぜん息を持つ児童の健康回復
   事業
　 高学年ｺｰｽ(小学校4～6年生)の定員を拡大
 　20名→30名

精神保健相談（痴呆性高齢
者対策の推進）

864
546

国庫支出金
計画
P.37

   痴呆性高齢者の早期発見、発生予防等
　 専門相談に加え、物忘れ相談(月1回)を実施

休日夜間診療（区民健康ｾﾝ
ﾀｰ）

11,029
   休日夜間診療所の診療時間拡大
　 午後７時～10時→午後５時～10時

精密検査（区民健康ｾﾝ
ﾀｰ）

87,208

9,751

都支出金
5

使用料及び
手数料

9,746

   都がん検診ｾﾝﾀｰ廃止に伴う事業拡大
　 胃がん検診 78日 530人、
　 大腸がん検診 245日 300人を新たに実施
　 子宮がん検診 51日 770人、
　 肺がん検診 245日 180人に拡充実施

環境土木部　　　６事業

ＩＳＯ１４００１の推進 2,029
計画
P.54

 
   清掃事務所をＩＳＯ14001の適用範囲
　 に加える

ごみ減量化等の推進（普及
啓発）

5,329
112

都支出金
計画
P.53

 
　新たに生ごみ処理実験を実施
　　区内の集合住宅 1箇所、
　　参加戸数 30戸程度

公共施設緑化の推進 246
計画
P.46

   学校等区有公共施設の屋上等緑化推進
   樹木等材料提供及び技術支援

放置自転車対策の推進（撤
去及び啓発活動）

51,472 300
諸収入

　啓発強化ﾓﾃﾞﾙ地区において、徹底し
　た撤去活動を実施
　　ﾓﾃﾞﾙ地区：高田馬場駅周辺,大久保駅周辺,
　　　　　　　   新大久保駅周辺
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 計画 説 明

道路台帳の調整等（道路区
域線等の調査）

18,380
計画
P.44

    区域線図面作成委託及び公共基準点
    の管理
    対象路線延長　2,889m→4,501m

里親制度による公園管理 2,151

　　公園の里親
　　区民・団体等 ５組→30組
　　清掃、除草、植栽管理、花壇管理、
　　児童保護等

都市計画部　　　６事業

公共交通の整備促進 195

    交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰの整備促進
　  駅周辺のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ状況基礎調査
　  （区内46駅の現状調査）

西新宿八丁目成子地区再開
発推進

39,248 19,612
国庫支出金

計画
P.47

    調査設計計画費補助
    定住化に寄与する住宅部分について補助

木造住宅密集地区整備促進
事業

216,507

136,188

国庫支出金
58,384

都支出金
77,804

計画
P.48

    老朽建築物買収除却
　　（若葉2-12地区）

都心共同住宅供給事業 14,566

10,665

国庫支出金
7,110

都支出金
3,555

計画
P.50

    実施設計費補助
    （若葉2-12地区）

区営住宅の管理運営 684,421

670,222

国庫支出金
146,363

都支出金
56,418

使用料及び
手数料等

467,441

計画
P.48

    管理戸数  1,023戸→1,047戸
　　（都営河田町ｱﾊﾟｰﾄの移管:平成14年2月）

細街路拡幅整備 100,206
計画
P.50

    事業を統合再編し、拡充
　　拡幅整備工事等規模拡大
　　事前協議制度の導入等
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 計画 説 明

教育委員会     ４事業

道徳授業地区公開講座（各
種研修会）

660

    小・中学校及び養護学校 全校実施
    20校→44校　各学校 年1回 3時間
    道徳授業の参観及び協議会の開催

外国人英語教育指導員の配
置

19,014
計画
P.41

　　中学校に加え、新たに小学校にも
　　配置
　　　中学校　年間延べ　　2,385時間
　　　小学校　年間延べ　　　600時間

総合的な学習の時間の運営 17,200
計画
P.39

　　新学習指導要領本格実施
　　　小学校 3～6年生　週3時間
　　　中学校   全学年　　週2～3時間

運動広場の開放 5,877

    余丁町運動広場及び戸山公園多目的
    広場の施設管理の充実
    (完全学校週5日制対応)
    第1・第3・第5土曜日　4時間→8時間
　　少年野球、少年ｻｯｶｰ、ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ

合　　　　　　計 1,916,284 967,900 ３８事業
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Ⅵ 主な事務事業の見直し
主な事務事業の見直し 単位：千円

事 務 事 業 名 削 減 額 説 明

議会事務局

議会活動(議員報酬) △ 8,440

議員報酬の一部返上
   議長10%、副議長5%、議員(監査)3%、
   委員長・副委員長・議員２％

議会活動、広報活動 △ 4,113

･特別区議会議長会事務局体制の見直し
･固定資産税・相続税の大幅な減税を求める
 都心６区区民大会廃止
・議会だより部数等見直し

企画部

交通事故相談 △ 2,748 相談員（非常勤）廃止→職員対応

ビデオ広報等の製作 △ 1,082 ＭＸテレビ番組用製作取止め

企画調整費 △ 1,500
固定資産税・相続税の大幅な減税を求める
都心６区区民大会廃止

電子計算事務費 △ 75,138
・再ﾘｰｽによる見直し
・IT戦略財源として機器構成等見直し

総務部

総務部の管理運営 △ 8,018 例規集印刷見直し

区有財産の管理 △ 3,960 測量委託等見直し

研修事務 △ 1,777 各種研修対象者数等見直し

夏季施設借上げ △ 8,255 廃止

区民部

区民センターの管理運営 △ 47,566 施設管理委託仕様等見直し
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主な事務事業の見直し 単位：千円

事 務 事 業 名 削 減 額 説 明

新宿文化・国際交流財団に対
する業務委託 △ 11,574

・施設管理経費見直し
・利用料金減免制度見直し

内職相談 △ 2,785 相談員（非常勤）廃止→職員対応

商工相談所の運営 △ 2,935 専門相談員（非常勤）１名削減

福祉部

生業資金の貸付 △ 34,133 事業廃止

老人保健医療事務 △ 46,055 医療機関への事務手数料等の見直し

ふれあい入浴 △ 36,060 利用回数等の見直し

特別養護老人ホームの運営
(北新宿) △ 31,852 施設職員定数の見直し

高齢者在宅サービスセンター
の管理運営 △ 94,963 施設職員定数の見直し

在宅重度心身障害者寝具乾燥
消毒サービス △ 14 一部自己負担の導入

人工肛門・人工膀胱用装具購
入費の助成 △ 953 経過措置による助成の廃止

重度心身障害者紙おむつ等支
給 △ 831

・助成限度額の見直し
・一部自己負担の導入

身体障害者電話使用料助成 △ 2,295 助成限度額の見直し

母子応急小口資金の貸付 △ 2,176 事業廃止

女性福祉資金の貸付 △ 10,549 事業廃止

生活保護世帯に対する法外援
護 △ 26,371 区見舞金廃止

高齢者福祉手当 △ 251,464
平成12年度より1/4ずつ減額し14年度で事業
終了
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主な事務事業の見直し 単位：千円

事 務 事 業 名 削 減 額 説 明

心身障害者福祉手当支給 △ 121,341

平成12年度より
・所得制限の導入
・65歳以上の新規受付廃止

衛生部

がん検診 △ 11,663 精密検診廃止

休日急患対策 △ 2,010 協力病院委託見直し

休日夜間診療 △ 2,079 空床確保見直し

環境土木部

資源の回収（古紙） △ 55,564 雇上げ車両の見直し

交通安全意識の高揚 △ 2,021
・違法駐車防止対策協議会補助金の見直し
・交通安全のつどい廃止

道路台帳の調製等（区域線測
量） △ 16,592 都補助金の活用による事業見直し

私道整備助成 △ 13,922
助成率の見直し（経過措置終了）
    9/10→8/10

都市計画部

土地取引に関する届出等事務 △ 2,928 土地取引相談員（非常勤）廃止→職員対応

教育委員会

学童交通安全指導員の活動・
学童擁護委託 △ 9,541

・非常勤職員の削減
・業務委託化の推進

校外施設の管理運営 △ 8,777 委託料等の見直し

生涯学習財団運営助成 △ 50,900
・職員定数の見直し
・運営費等見直し

社会教育会館の維持管理 △ 8,564 委託料等の見直し
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主な事務事業の見直し 単位：千円

事 務 事 業 名 削 減 額 説 明

その他(共通)

個別広報の統合 △ 11,864
新宿の国保、年金だより、リサイクル新聞
を区広報に統合

時間外手当 △ 80,227 10%削減

休日給夜勤手当 △ 8,462 削減

臨時職員賃金 △ 20,399 賃金単価の見直し

区長等報酬見直し △ 4,716 報酬の一部返上

合計 △ 1,149,177

72



 

 

 

 

 

参  考 
 

 



75 

１３新企予第２２０号 

平成１３年 9 月 4 日 

 

            殿 

  

                      新宿区助役 髙 橋 和 雄 

   

  

 

平成１４年度予算の見積りについて（依命通達） 

 

平成１３年度予算の編成を踏まえた時点で、区財政は、どうにか小康を得るに至

っているとの認識を示した。平成１２年度の決算も、実質単年度収支の黒字など、

それを示す状況となっている。 

しかし、日本経済は、景気が悪化しており、予断を許さない状況である。区財政

にあっても、歳入に期待することは出来ない。むしろ、利子割交付金の落ち込みや 

人件費など義務的経費の増加圧力など、厳しさを増すことは、確実である。 

 かかる状況を慨嘆しているわけにはいかない。現在行っている後期基本計画の策

定作業など、全庁挙げての取り組みを通じて、新たな施策展開の出来る財政構造を 

作り上げていかなければならない。そのためには、更なる行財政の改革を進めてい 

くことが不可欠である。 

 したがって、平成１４年度予算は、引き続き、財政健全化への取り組みを積極的

に進め、財政非常事態克服への展望が持てる予算としなければならない。そのうえ

で、少子高齢社会、環境との調和、ＩＴの進展など新しい時代の諸課題に対応する

施策への重点化を図ることとする。 

 よって、予算の見積りにあたっては、徹底した内部努力による経費削減を引き続

き行うとともに、施策目的や対象・手段を精査のうえ、新たな区民ニーズに対応し 

た効率的かつ効果的な施策の展開が図れるよう、下記の事項に留意し、別に定める 

期日までに見積書を提出されたい。 

 この旨、命によって通達する。 
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記 

 

１ 実施計画事業については、緊急かつ重点的に対応すべき課題を中心に、適切な 

 見積りを行うこと。 

  なお、実施計画関連課題については、財源確保の観点から積極的な推進に努め 

ること。  

２ 事務事業等の見直しについては、「開かれた区政推進計画」及び「区政改革プ

ラン」の着実な推進を図るとともに、「区政運営の基本となる５課題」の考え方

を踏まえ、事業のあり方やその実施体制などを根本的に見直し、必要な再構築を

行うこと。 

  また、特色ある区政関連課題については、スクラップ・アンド・ビルドを原則 

とし適切な対応を図ること。 

３ 内部管理経費については、改めて、より一層の創意工夫を凝らし、徹底した削

減を行うこと。 

４ 経費については、次に定めるところにより見積ること。 

 （１）一次経費 

   ア 人件費、公債費      別に定める基準により、所要額を見積るこ 

                 と。 

イ  上記以外の経費      一次経費枠内示額の範囲内で所要額を見積

ること。 

  （２）二次経費 

   ア 人件費、公債費      別に定める基準により、所要額を見積るこ 

                 と。 

イ  計画事業費         計画事業内示額を上限として、所要額を見

積ること。 

    ウ 債務負担行為に基づく経費 債務負担行為限度額の範囲内で所要額を

見積ること。 

   エ 法令・条例により支出額が確定する経費 

                  原則として現行基準で算定し、所要額を見 
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                 積ること。 

   オ 貸付金、繰出金、積立金  過去の実績等を勘案し、所要額を見積るこ 

と。 

   カ 上記以外の経費      経費削減に努め、所要額を見積ること。 

  なお、平成１３年度予算以前における「休止・縮小」事業については、平成 

１４年度も同様の扱いとする。 

  また、別表に掲げる経費については、引き続き特段の削減努力を行うこと。  

５ 国及び都補助事業については、その予算編成の動向に留意し、確実な財源確保

に努めるとともに、より的確な経費を見積ること。 

  特に、国・都支出金の減により一般財源額が増となる場合は、安易な一般財源 

 による補てんを行わず、事業実施方法等の見直しにより対処すること。 

  また、地方分権推進計画等に基づく財源措置の変更については、十分留意する

こと。 

６ 新規・拡充事業の要求に当たっては、事業の必要性を厳しく見極めるとともに、

既定事業の抜本的見直しを行うなど、スクラップ・アンド・ビルドを前提とする

こと。 

  また、新規事業については、期限を設定することとし、既定事業についても、 

目的やその効果を踏まえ事業の終期について明記すること。 

７ 施設整備等については、必要性、緊急性、優先度などの観点から十分な検討を 

 行うとともに、関係部課との調整を図った上で、所要の額を見積ること。 

  特に、工事費積算については、特段の精査を行うこと。 

  なお、施設建設費に併せて、完成後の維持管理経費を算定し、後年度負担が最

も少なくなるよう考慮すること。 

８ 区出資の財団・公社等については、収入の確保及び事業の効率化を図るなど経

営努力をより一層促すとともに、事業計画を十分精査の上、補助及び委託の内容、 

 方法等を見直し、所要の経費を見積ること。 

９ 施設の管理費については、経費を最小限にとどめるよう、改めて施設管理契約 

 における仕様等委託内容を見直し、管理運営費の圧縮を図ること。 

10 省資源、省エネルギーについては、ＩＳＯ１４００１による環境マネジメント 

 システムを確実に推進するうえからも、その徹底を図り経費の削減に努めること。 
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11 情報システム関係経費については、区民サービスの向上及び事務事業の簡素効 

 率化の観点から、その必要性、利用状況、費用対効果を十分検討の上、適切な対

応を図ること。 

12 清掃事業及び介護保険事業の実施に伴う経費については、執行実績を十分に踏 

まえ、適切に見積ること。 

13 職員定数については、「開かれた区政推進計画」等の既定計画における削減目 

 標の実現を図り、民間活力の積極的な導入を進めるなど、事務事業の見直しを行

い、定数の削減に努めること。 

  また、新再任用制度の導入を踏まえて、適切な定員管理を実現すること。 

14 受益者負担の適正化を含め、財源の的確な捕そくを行い、極力収入増加を図る 

 よう努めること。 

  また、区税及び保険料等収入については、増収計画に基づき引き続き徴収努力 

 を行い、収入の確保に努めること。 
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  別表  
     

 

１ 会議費     打合せ会・懇談会・式典等の飲食に要する経費は、原則と 

         して計上しないこと。 

 

２ 近接地外旅費  目的・必要性を精査し、真に止むを得ない経費を除き削減 

         すること。 

 

３ イベント経費  開催回数・内容について、十分精査し削減すること。 

 

４ ＰＲ関係経費  ポスター・チラシ等、目的・必要性を精査し削減すること。 

 

５ 施設維持管理経費 

（１）光熱水費      施設の省エネルギー対策に留意し削減すること。 

（２）装飾植木等賃貸借  原則として計上しないこと。 

 

６ 事務管理経費  消耗品・印刷製本費・備品購入費・タクシークーポン券購 

入費等、十分精査し削減すること。 

 

７ 時間外勤務手当 事務事業の執行に工夫を凝らし削減すること。 

 

 



【各会計当初予算総括表】
(単位:千円）

                          年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

      会    計 予算額 予算額 増減額 増減率

一 般 会 計 105,666,073 114,060,806 △ 8,394,733 △7.4%

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 23,932,198 23,355,329 576,869 2.5%

老 人 保 健 特 別 会 計 27,643,531 25,690,514 1,953,017 7.6%

介 護 保 険 特 別 会 計 12,721,274 12,554,696 166,578 1.3%

合 計 169,963,076 175,661,345 △ 5,698,269 △3.2%
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【一般会計歳入予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 特 別 区 税 34,152,223 32.3% 33,763,721 29.6% 388,502 1.2%

2 地 方 譲 与 税 593,676 0.6% 584,518 0.5% 9,158 1.6%

3 利 子 割 交 付 金 1,305,705 1.2% 1,899,575 1.7% △ 593,870 △31.3%

4 地 方 消 費 税 交 付 金 7,257,355 6.9% 7,235,727 6.3% 21,628 0.3%

5 自 動 車 取 得 税 交 付 金 672,688 0.6% 689,621 0.6% △ 16,933 △2.5%

6 地 方 特 例 交 付 金 2,433,507 2.3% 2,433,392 2.1% 115 0.0%

7 特 別 区 交 付 金 21,602,000 20.4% 23,380,000 20.5% △ 1,778,000 △7.6%

8 交通安全対策特別交付金 66,943 0.1% 66,980 0.1% △ 37 △0.1%

9 分 担 金 及 び 負 担 金 1,951,208 1.8% 2,029,410 1.8% △ 78,202 △3.9%

10 使 用 料 及 び 手 数 料 4,196,067 4.0% 4,268,763 3.7% △ 72,696 △1.7%

11 国 庫 支 出 金 15,200,457 14.4% 13,828,336 12.1% 1,372,121 9.9%

12 都 支 出 金 6,178,343 5.8% 6,327,362 5.5% △ 149,019 △2.4%

13 財 産 収 入 232,598 0.2% 238,531 0.2% △ 5,933 △2.5%

14 寄 附 金 70,280 0.1% 71,090 0.1% △ 810 △1.1%

15 繰 入 金 5,860,039 5.5% 6,132,115 5.4% △ 272,076 △4.4%

16 繰 越 金 100,000 0.1% 100,000 0.1% 0 0.0%

17 諸 収 入 2,408,284 2.3% 9,365,965 8.2% △ 6,957,681 △74.3%

18 特 別 区 債 1,384,700 1.3% 1,645,700 1.4% △ 261,000 △15.9%

歳 入 合 計 105,666,073 100% 114,060,806 100% △ 8,394,733 △7.4%
構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

【一般会計歳出予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 議 会 費 857,296 0.8% 873,349 0.8% △ 16,053 △1.8%

2 総 務 費 8,728,306 8.3% 9,095,906 8.0% △ 367,600 △4.0%

3 区 民 費 10,434,134 9.9% 10,846,946 9.5% △ 412,812 △3.8%

4 産 業 経 済 費 1,979,212 1.9% 2,006,342 1.8% △ 27,130 △1.4%

5 福 祉 費 40,146,353 38.0% 45,492,591 39.9% △ 5,346,238 △11.8%

6 衛 生 費 5,435,210 5.1% 5,562,051 4.9% △ 126,841 △2.3%

7 環 境 費 8,302,569 7.9% 8,678,816 7.6% △ 376,247 △4.3%

8 土 木 費 10,606,169 10.0% 11,973,621 10.5% △ 1,367,452 △11.4%

9 教 育 費 12,251,253 11.6% 12,760,893 11.2% △ 509,640 △4.0%

10 公 債 費 6,774,639 6.4% 6,605,263 5.8% 169,376 2.6%

11 諸 支 出 金 932 0.0% 15,028 0.0% △ 14,096 △93.8%

12 予 備 費 150,000 0.1% 150,000 0.1% 0 0.0%

歳 出 合 計 105,666,073 100% 114,060,806 100% △ 8,394,733 △7.4%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります
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【国民健康保険特別会計歳入予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 国 民 健 康 保 険 料 9,339,548 39.0% 9,264,002 39.7% 75,546 0.8%

2 一 部 負 担 金 2 0.0% 2 0.0% 0 0.0%

3 使 用 料 及 び 手 数 料 594 0.0% 592 0.0% 2 0.3%

4 国 庫 支 出 金 7,916,121 33.1% 7,397,171 31.7% 518,950 7.0%

5 療 養 給 付 費 交 付 金 1,691,303 7.1% 1,840,268 7.9% △ 148,965 △8.1%

6 都 支 出 金 144,287 0.6% 158,304 0.7% △ 14,017 △8.9%

7 共 同 事 業 交 付 金 425,606 1.8% 418,665 1.8% 6,941 1.7%

8 財 産 収 入 23 0.0% 16 0.0% 7 43.8%

9 繰 入 金 4,339,489 18.1% 4,176,041 17.9% 163,448 3.9%

10 繰 越 金 19,686 0.1% 19,929 0.1% △ 243 △1.2%

11 諸 収 入 55,539 0.2% 80,339 0.3% △ 24,800 △30.9%

歳 入 合 計 23,932,198 100% 23,355,329 100% 576,869 2.5%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

【国民健康保険特別会計歳出予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 総 務 費 728,801 3.0% 722,221 3.1% 6,580 0.9%

2 保 険 給 付 費 13,248,978 55.4% 14,517,964 62.2% △ 1,268,986 △8.7%

3 老 人 保 健 拠 出 金 8,390,890 35.1% 6,515,700 27.9% 1,875,190 28.8%

4 介 護 納 付 金 1,185,162 5.0% 1,218,559 5.2% △ 33,397 △2.7%

5 共 同 事 業 拠 出 金 196,299 0.8% 198,417 0.8% △ 2,118 △1.1%

6 保 健 事 業 費 12,381 0.1% 12,538 0.1% △ 157 △1.3%

7 諸 支 出 金 19,687 0.1% 19,930 0.1% △ 243 △1.2%

8 予 備 費 150,000 0.6% 150,000 0.6% 0 0.0%

歳 出 合 計 23,932,198 100% 23,355,329 100% 576,869 2.5%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります
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【老人保健特別会計歳入予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 支 払 基 金 交 付 金 19,324,532 69.9% 17,910,599 69.7% 1,413,933 7.9%

2 国 庫 支 出 金 5,487,945 19.9% 5,083,687 19.8% 404,258 8.0%

3 都 支 出 金 1,371,987 5.0% 1,270,923 4.9% 101,064 8.0%

4 繰 入 金 1,421,984 5.1% 1,390,919 5.4% 31,065 2.2%

5 繰 越 金 12 0.0% 47 0.0% △ 35 △74.5%

6 諸 収 入 37,071 0.1% 34,339 0.1% 2,732 8.0%

歳 入 合 計 27,643,531 100% 25,690,514 100% 1,953,017 7.6%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

【老人保健特別会計歳出予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 医 療 諸 費 27,593,359 99.8% 25,569,731 99.5% 2,023,628 7.9%

2 諸 支 出 金 172 0.0% 783 0.0% △ 611 △78.0%

3 予 備 費 50,000 0.2% 120,000 0.5% △ 70,000 △58.3%

歳 出 合 計 27,643,531 100% 25,690,514 100% 1,953,017 7.6%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります
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【介護保険特別会計歳入予算款別総括表】
(単位:千円)

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 介 護 保 険 料 2,011,638 15.8% 1,502,192 12.0% 509,446 33.9%

2 使 用 料 及 び 手 数 料 3 0.0% 37 0.0% △ 34 △91.9%

3 国 庫 支 出 金 3,015,585 23.7% 2,927,401 23.3% 88,184 3.0%

4 支 払 基 金 交 付 金 3,904,981 30.7% 3,807,161 30.3% 97,820 2.6%

5 都 支 出 金 1,516,313 11.9% 1,442,107 11.5% 74,206 5.1%

6 財 産 収 入 147 0.0% 239 0.0% △ 92 △38.5%

7 繰 入 金 2,263,637 17.8% 2,872,249 22.9% △ 608,612 △21.2%

8 繰 越 金 5,975 0.0% 1,008 0.0% 4,967 492.8%

9 諸 収 入 2,995 0.0% 2,302 0.0% 693 30.1%

歳 入 合 計 12,721,274 100% 12,554,696 100% 166,578 1.3%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

【介護保険特別会計歳出予算款別総括表】 (単位:千円）

年    度 平成14年度 平成13年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 総 務 費 763,042 6.0% 808,340 6.4% △ 45,298 △5.6%

2 保 険 給 付 費 11,833,276 93.0% 11,536,850 91.9% 296,426 2.6%

3 財政安定化基 金拠 出金 56,944 0.4% 56,944 0.5% 0 0.0%

4 基 金 積 立 金 12,035 0.1% 1,552 0.0% 10,483 675.5%

5 諸 支 出 金 5,977 0.0% 1,010 0.0% 4,967 491.8%

6 予 備 費 50,000 0.4% 150,000 1.2% △ 100,000 △66.7%

歳 出 合 計 12,721,274 100% 12,554,696 100% 166,578 1.3%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります
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